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令和5年 予算審査特別委員会（個別質疑） 

 

1 開 催 期 日   令和5年3月6日（月）  午前10時00分から午後2時43分 

 

2 開 催 場 所   市役所5階 本会議場 

 

3 出 席 委 員   橋本博委員長、佐藤敏男副委員長、滝久美子委員、坂本覚委員、稲田保子委員、 

            桜井芳信委員、鶴谷聡美委員、佐々木百合香委員、青木崇委員、島崎圭介委員、 

久保田智委員、山本博己委員、永井桃委員、人見哲哉委員、藤田豊委員、 

木村真千子委員、大迫彰委員、小田島雅博委員、野村幸宏委員、中川昌憲委員 

 

4 欠 席 委 員   沢岡信広委員 

 

5 委 員 外 議 員   なし 

 

6 市 側 出 席 者 

 

【企画財政部】 

 財政課長           亀 山 貴 宏 

 

【総務部】 

 総務部長           千 葉 直 樹       税務課長           近 藤 将 雄 

 債権管理課長         林   正 明 

 

【市民環境部】 

 市民環境部長         高 橋 直 樹       市民環境部次長        阿 部 泰 洋 

 市民課長           寺 岡   純       環境課長           米 村   恒 

 市民参加・住宅施策課長    山 田   基 

 

【保健福祉部】 

 保健福祉部長         奥 山   衛       保健福祉部理事        柄 澤 尚 江 

 福祉課長           鈴 木 靖 彦       高齢者支援課長        工 藤 秀 之 

 健康推進課長         影 久 真 美       ワクチン接種調整担当参事   高 嶋 真 一 

 保険年金課長         三 澤 聖 子 

 

【消防本部】 

 消防長            三 上 勤 也       消防本部次長         小 室 秀 治 

 消防署長           和 知 真 人       総務課長           石 黒 哲 明 

 予防課長           奥 田 克 治       警防課長           矢 村 祐 介 

 消防課１主幹         川 村 耕 治       救急課長           鈴 木 幸 夫 

 救急課１主幹         柴 﨑 啓 仁 
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7 事  務  局 

 事務局長           砂 金 和 英       書記             坂 井 明日加 

 書記             金 田 侑 也 

 

8 傍  聴  者   なし 

 

9 案     件   議案第16号 令和5年度北広島市一般会計予算 

            議案第17号 令和5年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

            議案第18号 令和5年度北広島市霊園事業特別会計予算 

            議案第19号 令和5年度北広島市介護保険特別会計予算 

            議案第20号 令和5年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 

 

 

 

佐藤副委員長 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は審査方法等協議資料に記載のとおりであります。 

 審査に入ります前に質疑の方法について確認いたします。質疑は提出いただいた通告にのっとり行っていただきま

す。質疑の回数は3回までといたします。発言の順番は挙手をいただき、委員長が指名した順といたします。総括質

疑を行う場合には保留する必要がありますので、その旨を発言されますようお願いいたします。また、質疑及び答弁

は、簡潔に発言をお願いいたします。 

 それでは引き続き、一般会計予算の歳出の質疑を行います。 

 初めに、消防費の質疑を行います。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 応急手当普及啓発活動事業。予算書では159ページで、附属資料は29ページになります。 

 これは救命の講習会を行う事業ということなんですけれども、昨年といいますか、令和 4 年度の事業費は 43 万 5

千円だったんですけれども、来年度の令和5年度の予算は15 万 4千円ということで、半分以下に減額されているわ

けですよね。この事業で行くと、この事業の実効性というのは担保できるんでしょうか。事業実績等を踏まえてお示

しいただければと思います。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木消防署救急課長。 

 

鈴木消防署救急課長 

 山本委員の質問にお答えいたします。 

 事業費を減額して実効性の担保はできるのかとのことですが、新型コロナウイルス感染症流行前の過去5年間の実

績にありましては、平均して年間100回以上の講習会を開催、受講者数にあっては、年間平均で2,600名以上となっ

ております。 

議事の経過 
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 新型コロナウイルス感染拡大により、令和2年度から令和4年度は、講習会実施回数や受講者が大幅に減少してお

り、その際に利用しなかった消耗品と各種修了証等を活用することで、令和5年度に限りまして、対応可能と考えて

おります。 

 講習会の実施回数や受講者数の数値だけではなく、今後の感染状況を注視し、受講者の安全配慮も含めて柔軟に対

応することで、実効性を担保できると考えております。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 実際、令和4年度の実績と、令和5年度の見込みはどんな感じになっていくんでしょうか。 

 それと、令和5年度に限りね、これまでコロナでずっと中止になっていたいろんな資材が残っているということな

んですけれども、令和6年からは、また増額するという予定になるんでしょうか。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木消防署救急課長 

 再質問にお答えいたします。 

 先ほどお答えしたとおり、令和5年度に限りまして、実施できると考えております。令和6年度にありましては、

従来どおりの予算計上を予定しているところです。 

 令和4年度と令和5年度の見込みですが、コロナ感染状況を踏まえまして、令和4年度は100回、995人の実績と

なっております。令和5年度も同程度と考えております。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 青木委員。 

 

青木委員 

 私からは、消防本部所管、3件、ちょっと質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、1点目、消防車両等更新事業です。予算書159ページ、附属資料は29ページであります。 

 附属資料を見ますと、後方支援車両を更新と書いてあるんですが、これは具体的にどのような車両で、どんな役割

を果たすのかお伺いいたします。 

 2点目、応急手当普及啓発活動事業です。予算書159ページ、附属資料は29ページです。 

 私からは、この事業につきましての、講習会の告知の方法、これまでどのような方法で告知をされてきたのかお尋

ねをいたします。 

 それから、3点目です。消防水利整備事業。予算書161ページ、附属資料は30ページです。 

 来年度の消防水利の設置場所と数についてお尋ねをいたします。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 矢村警防課長。 
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矢村消防本部警防課長 

 青木委員のご質問にお答えいたします。 

 私のほうからは、消防車両等更新事業及び消防水利整備事業について答弁をさせていただきます。 

 消防車両につきましては、国から示された消防力の整備指針等を参考として策定した消防車両等更新計画に基づき、

更新を行っているところであり、今回更新する車両につきましては、平成10 年に配備し、現在、25 年経過したとこ

ろであります。 

 後方支援車両の用途といたしましては、災害時に資機材や人材を現場へ搬送するほか、大雪などにより救急車の走

行が困難になった場合に、現場に到着できるよう救急車を先導するなどの支援活動を行う車両となっております。そ

のため、8 名が乗車可能なミニバンタイプで、資機材の積載スペースと積雪時などにおける走破性を有する四輪駆動

方式の車両に更新することとしております。 

 なお、今回更新する車両は、道外で震災等が発生した際に派遣する緊急消防援助隊の後方支援小隊として登録する

こととしております。 

 次に、消防水利整備事業についてでありますが、本年度の消防水利の設置場所と数につきましては、現在建設中の

防災食育センター敷地横に1基、更新消火栓につきましては、東部地区が稲穂町西、新富町西の各2基と、東共栄、

美沢、新富町東の各1基、北広島団地地区は、泉町、高台町、里見町、松葉町、山手町の各1基、大曲地区は大曲柏

葉、大曲並木、大曲南ヶ丘の各1基、合計15基を更新する予定となっております。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木消防署救急課長 

 私のほうから、講習会の告知方法についてお答えいたします。 

 市内の小中学校及び高校の生徒及び教員を対象に、毎年教育プログラムに組み込まれ、実施しているほか、市民や

事業者向けの講習会について、市広報紙やホームページ、FM メイプルを通じ、講習会の開催告知を行っております。

以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 青木委員。 

 

青木委員 

 ありがとうございます。それで、それぞれちょっと歳出といいますか、今、消防車両等更新事業、ご答弁をいただ

きました。口頭でるる、詳しくご説明をいただいたんですが、資料を見ていまして、ぜひ、視覚で分かるような方法

はないものかと思ったんですよね。事前に資料は頂きましたけれども、こういった、一目で分かるような資料を添付

していただけると、ああ、なるほどこういうものかと、すぐ理解ができるんじゃないかと思うんですね。なかなか附

属資料の書かれ方といいますか、在り方というのは、いつもいろいろ疑問に思うことがあるんですけれども、ぜひ可

能であれば、こういった視覚で、一目で分かるような表記をしていただけると、この質問もなくなるということでご

ざいますので、ぜひご検討いただけたらなと思っております。 

 それから、応急手当普及啓発活動ですけれども、私も個人的に非常に重要な事業だと思っております。やはり1人

でも多くの市民の方がこういった知識を得て、いざというときに対応できるというような準備をしておくというのは、

非常に重要なことだなと思っておりまして、ぜひ、この告知につきましても、さらに力を入れていただいて、いろん

な皆さんのところに情報が届くような形を、またさらに進めていただけたらなと考えております。 

 それから最後に、消防水利整備事業でございますけれども、これも今、口頭でご説明をいただいたところなんです
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が、実際に、じゃあ、どこなんだという疑問が、やっぱり読んでいれば出てくるわけでして、これもちょっと事前に

全て箇所、資料、頂戴はいたしましたけれども、なかなかボリュームがありますのでね、これを附属資料に出すかど

うかというのは、ちょっと難しいのかもしれませんが、大体、多分この予算を見て、我々が最初に疑問に思うのは、

今度はどこにできるのかなという疑問なものですから、こういったものも、できるだけ視覚の部分、ビジュアルの部

分で分かりやすく示していただけると、なおありがたいのかなとは思います。 

 それで、消防水利整備事業について、1 点、ちょっと再質問させていただきたいんですけれども、毎年度更新をさ

れていくと思うんですが、この箇所については、どのように決定されているのか、ちょっとその点、お伺いします。 

 

佐藤副委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 再質問にお答えいたします。 

 更新計画において、消火栓の耐用年数を 40 年と定めており、耐用年数を経過した消火栓のうち、修繕履歴、老朽

状況などから更新順位を定めているほか、経費を節減するため、水道管の改良工事に合わせて更新を進めているとこ

ろであります。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 私からは、予算書159ページの、附属資料29ページの札幌圏消防通信指令共同整備事業について伺います。 

 整備内容についてなんですが、整備内容の詳細や年間スケジュール、また、市の負担割合、そして共同整備によっ

て見込まれる効果や市民への周知について、まず伺います。 

 

佐藤副委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 永井委員のご質問にお答えいたします。 

 整備内容の詳細及び年間スケジュールにつきましては、令和5年度は指令システムと無線システムの電源・通信系

統の敷設工事や、共同指令センターを設置する札幌市消防局の庁舎改修工事などが行われる予定であります。 

 本市の負担割合につきましては、札幌圏共同消防指令システム更新整備事業における工事に係る事務の委託に関す

る協定などに基づき、決定をしております。 

 指令共同により見込まれる主な効果といたしましては、札幌圏内の119番通報や災害情報が共同指令センターで一

元管理されることにより、大規模災害発生時において迅速に他市から応援隊を派遣することが可能になるほか、複数

の自治体が協働で整備をすることにより、有利な財源が活用でき、経費負担の軽減が見込まれているところでありま

す。 

 市民への周知につきましては、指令共同の運用開始予定が令和7年 10 月となっておりますので、令和6年度から

市広報紙や市ホームページへの掲載、さらに、プレスリリースなどを行い、市民周知を図っていきたいと考えており

ます。以上であります。 
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佐藤副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 本市の負担割合というところで、事前に頂いている資料のほうでは、大体6.3％ぐらい整備費割合。で、令和3年

度の実施設計で本市の負担割合が大体 6.3％ぐらい。そして、指令システム、こちら、今、私が伝えたのは無線シス

テムのほうですね。で、次、指令システムのほうが、本市の負担割合が大体 6.7％ぐらいというところで、他市の一

覧も頂いているので、そちらから、人口比などから、このような割合になっているのかなと思ったんですけれども、

今後の体制強化の維持・整備に関して、この負担割合のままで行くのか、それとも、本市の負担割合が増減など見込

まれるのかというところを伺います。 

 また、札幌圏内の119番の通報が一元化されることで、市民サービスの低下につながる可能性もあるのではないの

かなと、ちょっと個人的には考えたのですが、その辺について伺います。 

 

佐藤副委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 無線システムにつきましては、現在共同運用中の石狩振興局消防救急デジタル無線の負担割合である無線機器数量

等により算定した整備費割合を踏襲し、令和3年度の実施設計にて精査を行い、本市の負担割合は6.27％となってお

ります。 

 指令システムにつきましては、現在、各消防本部に設置されている指令システムを単独で整備した場合の見積額を

基に算出した6消防本部の総整備費に占める各消防本部単独整備費の割合を基本とした精査を行い、本市の負担割合

は6.66％となっております。これらの割合につきましては、今後変更となる予定はございません。 

 さらに、札幌圏内の119番が一元化されることにより、市民サービスの低下につながることはないかとのことです

が、指令共同後は札幌市消防局の職員が北広島市内からの119番通報を受付することとなり、24時間365日、専任の指

令員による高度な119番受付サービスが、提供することが可能となります。 

 また、万が一、出動場所が確定できない場合の対応といたしましては、本市の消防職員との三者通話により、出動

場所を確定させることとしており、市民サービスの低下につながることがないよう、準備を進めているところでござ

います。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 よろしいですか。ほかにありませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、1点だけ質問します。消防費158ページで、救急隊の増隊ということであります。 

 新年度からは職員が3名、増えるかなと思うんですけれども、その増隊の具体的な車両、それから人員配置はどの

ように設定されているか、ちょっと詳しくご説明ください。 
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佐藤副委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 藤田委員のご質問にお答えいたします。 

 救急車両につきましては、消防署に2台、大曲出張所、西の里出張所に各1台、配備することとしており、人員につ

きましても、救急課を令和4年度比3名増の20名体制とするほか、消防隊からの応援などにより対応することとしてお

ります。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 再質問ですけど、エスコンフィールドができることによって、試合のある日は消防職員が配置されると思うんです。

それはどのような形で、どんな体制を取るのか。それによって、現在の消防体制への変化などは、どのようになるの

かどうか、ちょっとお聞きします。 

 

佐藤副委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 再質問にお答えいたします。 

 試合開催時、ボールパークに派遣する現地警戒員につきましては、試合当日に当直勤務をする職員3名を球場が開

場する30分前までに派遣し、試合終了後、観客のおおむね3分の2が退場した時点で引き上げることとしております。

その3名を派遣した場合においても、消防体制が維持できるものと考えております。以上であります。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにはありませんか。 

 通告されてない委員の質問もありませんでしょうか。 

 ないようですね。 

 以上で消防本部所管の消防費の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前10時24分 

再 開  午前10時25分 

 

佐藤副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、市民環境部所管の総務費の総務管理費のうち出張所費、企画費の企画総務費のうち住み替え支援事業、コミ

ュニティー施設管理費、交通対策費、市民生活費、エルフィンパーク運営費及び広聴費、戸籍住民基本台帳費、衛生

費の保健衛生費のうち環境衛生費、火葬場管理費及び公害対策費、清掃費、特別会計の霊園事業特別会計の質疑を行

います。 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

8 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 では、空き家対策事業。予算書81ページでございます。18万円の予算執行の内容をお伺いいたします。 

 次は、ごみ減量化・資源化対策事業。予算書128ページです。ミックスペーパーの回収拠点というのが、地域の会

館ですとか、参加、増えておりますけれども、その収集状況はどうなっているのか。また今後、回収拠点の拡大とい

うのは、考えがあるのかお聞きいたします。 

 

佐藤副委員長 

 山田市民参加・住宅施設課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 大迫委員のご質問にお答えします。 

 私のほうからは、空き家対策事業についてご説明いたします。 

 空き家対策事業につきましては、空き家等対策計画に基づきまして、管理不全な空き家等の防止・解消、発生抑制

の取組をやっているところでございます。具体的な内容につきましては、空き家対策等推進協議会の運営であったり、

あるいは、空き家が周辺住環境に影響を及ぼさないように、空き家の実態把握、苦情等の対応を行っているところで

ございます。事業費の内訳としましては、空き家等対策審議会の委員報酬として、10 万 2 千円、その他、費用弁償

等で1万8千円、消耗品等6万円で、合計18万円となってございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 米村環境課長。 

 

米村環境課長 

 大迫委員のご質問にお答え申し上げます。 

 地域会館でのミックスペーパーの回収状況についてでありますが、実施している会館につきましては、現在、第 4

住区住民集会所、東共栄会館、大曲南ヶ丘会館の 3 か所となっております。3 か所全体で、平均 90 個、回収をして

おります。 

 今後の拡大についてでありますけれども、令和3年度に輪厚郵便局、今年度は9月にシルバー人材センターを新た

に追加いたしまして、回収を実施しております。今後につきましても、回収拠点の増加に向けて、働きかけを進めて

まいりたいと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 空き家対策事業ですけれども、年間の空き家の戸数というのは、大体 30 戸前後で推移をしておりますけれども、

市内の空き家は何戸減って何戸増えているという状況の300戸前後なのか、推移をお知らせください。また、空き家

と判定する基準について、どのような基準があるのかお伺いいたします。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 
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山田市民参加・住宅施策課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 空き家の推移でございますけれども、平成30年度が310 戸、令和元年度が315 戸、令和2年度が303 戸、令和3

年度につきましては、297戸ということでございます。 

 その内訳ですけれども、前年度から解体や転売、もしくは空き家が解消されたものが 61 戸で、新たに空き家にな

ったものが 55 戸で、差引き 6 戸ということで、前年度から R3 年度については検証しているという状況でございま

す。 

 また、その判定というか基準なんですけれども、建物のうち、公共施設あるいは集合住宅を除きまして、上水道を

1 年間使用していない住戸を対象としております。具体的な把握方法につきましては、水道部から水道を使用してい

ない住戸情報を提供いただきまして、前年度の空き家の情報と突合しまして、精査、データを基に、市民参加・住宅

政策課において、その対象住戸の実地調査を行います。住居実態を把握することによって、空き家数の総数を把握し

ている状況でございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 滝委員。 

 

滝委員 

 私のほうからは、1件、家庭ごみ適正処理推進事業拡大分についてお聞きします。予算書127ページ、附属資料38

ページです。 

 初めに、拡大事業、約5,400万円の具体的な内容について。また、現在使用している家庭用指定ごみ袋の経過措置

の具体的な内容についてお伺いします。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 滝委員のご質問にお答え申し上げます。 

 拡大事業の具体的な内容についてでございますが、家庭ごみ適正処理推進事業の内容につきましては、令和6年度

から開始予定の、広域によるごみ焼却処理開始に伴います所要の変更に対応するための内容としておりまして、具体

的には、新たな分別区分に対応しましたごみ袋、分別冊子、ごみステーション看板の作成や、焼却処理開始後も現在

のごみ袋を使用できるようにするための差額シール作成のための経費となっております。 

 経過措置につきましては、差額シールというものを作成し、令和6年度からは、使えなくなるごみ袋に貼っていた

だきまして、それを令和6年度以降、排出していただくことを想定しております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 経過措置についてなんですけれども、差額シールを使用することになった理由と根拠について、ちょっと確認した

いんですけれども、市民にとってはシールを購入して貼る作業、そして、ごみステーションで収集作業される方も、
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そのシールの添付の確認ですね。あと、差額金額が合っているのかという確認が必要になって、負担になるのではな

いかなと考えます。もし、シールが貼っていなかったり、金額の違いがあったら、そのごみは回収しないのか教えて

ください。 

 また、例えばね、郵便局のように、書き損じのはがきですとか切手を、手数料を支払えば交換してくれるような、

市役所ですとか各出張所でね、そういった対応というのは考えられないものなのかお伺いします。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 経過措置の際に差額シールを使用する理由についてでありますけれども、指定ごみ袋の返還による差額の還付では、

来庁が難しい方への対応が困難であることや、窓口の混雑による市民の利便性に課題があることから、市民の利便性

と市の対応、双方の課題を検討した結果、差額シールの使用を選択しております。また、差額シールの販売につきま

しては、令和6年3月の開始を予定しておりまして、ごみ袋販売店舗での取扱いを検討しております。 

 次に、差額シールの貼付について、収集の際、確認しづらく、収集員の方が大変なのではないかというご質問です

けれども、差額シールにつきましては、デザインの視認性を工夫するとともに、指定ごみ袋に貼り付ける位置につい

て、収集員の方が確認、視認しやすい位置に貼ってもらえるように、市民説明会等により周知をしてまいりたいと考

えております。 

 次に、差額シールを貼り忘れた場合につきましては、不適正排出という取扱いとなりまして、収集しないごみとな

りますことから、市民の方への周知を徹底するなど、対策を実施してまいりたいと考えております。 

 次に、郵便局などでの還付というご提案でしたけれども、こちらのほうも、郵便局などの金融機関に還付を行う場

合につきましては、市民の方が金融機関の開店時間に直接出向いていただく必要がありますことから、還付時に回収

した指定ごみ袋の管理等、併せて多くの課題があると考えておりますので、差額シールにおける運用が市と市民、双

方にとってメリットがあるものと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 郵便局でというようなことではなくて、市役所や出張所でできるのかなということをちょっと聞きたかったです。

ちょっと職員の方の負担も多いのかなとは思うんですけれども、ちょっといろいろ、これから検討する課題があるの

ではないかなと感じます。 

 あと、このシールの作成にしても、どのぐらいシールが必要なのか、予測はすごい難しいと思うんですけれども、

そういった予測はどのようにするのか。作成シールの枚数の見込みと積算については、どのように考えているのかお

伺いします。 

 それから来年、6年の4月に変更ということで、この1年間で市民が在庫している指定ごみ袋をいかに増やさない

かというのが最も重要だと思いますけれども、前回の質問でも取り上げたんですが、例えば、今、売っているごみ袋

の売場に、ポップなどで来年4月から変わります、買い過ぎに注意しましょうみたいな、そういった対策はどのよう

にされているのかお伺いします。 
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佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 ご質問にお答え申し上げます。 

 還付のお話だったんですけれども、市役所出張所ですとか、郵便局での還付というところにつきましてのご答弁で

したが、やはり決まった時間に出向いていただくというところのメリット・デメリットのところで検討したところで

ございます。 

 次に、差額シールの作成枚数の見込みでございますけれども、こちらのほうにつきましては、指定ごみ袋分、指定

ごみ袋に貼っていただく分を 31 万 5 千枚、普通ごみ処理券と粗大ごみ用処理券につきまして、4 万枚程度の作成を

見込んでおります。積算につきましては、現状のごみ袋の販売実績ですとか、手数料改定の際に差額シールを使用し

た他自治体の例を参考として行っております。 

 次に、市民の持っているごみ袋の在庫がこれ以上増えないような対策ということでございますけれども、ご提案の

ありました現在ごみ袋を売っています販売店の店頭でのご案内というのが大変効果的だと考えておりますので、そち

らのほうも実施してまいりたいと考えております。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかに。 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 私も2点、お伺いをしたいと思います。1点は、今ほどご質問がありました家庭ごみ適正処理推進費の127ページ、

予算附属資料38ページでございます。 

 今、滝委員のほうからのご質問の中で、るる、あったと思うんですけど、それの回答、聞いていまして、差額シー

ルの貼っていないごみは不適切ごみとして置いておくとなってくると、ごみ対策、私の自治会の中でもやっています

けど、やっぱり不法というか、不正な出し方している分というのは、ちゃんと出してくださいと言ったって、誰もそ

れは持っていかないんですよね。現実、自治会が処理するだとか、そういったふうにならざるを得ないという状況も

ありますので、できるだけそういうリスクを省く方法というのは、これからちょっと時間ありますので、ぜひご検討

いただきたいというのが、今の答弁、聞いての質問が一つです。 

 それから、分別冊子とか分別看板を作りますよというところでございます。それを、いつまで、どのぐらいの数を

作って、全家庭に配布をすると思うんですけれども、そこら辺の考え方が一つと、もう一つ、分別看板というのは、

これも例えば収集場所の看板設置箇所は何か所あるか、ちょっと分かりませんけど、相当数あるんじゃないかと思い

ますけれども、そこに全部置くのか、それをいつまで置くのかということと、来年度からの開始でありますから、プ

レの分別排出というとこら辺の、そこも考えていると思いますので、その中を一つ、どういう方法で行くのかという

ところを、まずもってお聞きをしたいと思います。 

 それから、もう一つは、ゼロカーボン推進事業の新規の部分でございます。この内容は、市長の市政方針の中でも

ゼロカーボンシティ構想という、それを実現するんだということで、そういう決意があったと思うんですけれども、

この説明資料の中でいろいろ書いてあります。主要施設のLED化とか、公用車への次世代自動車の導入だとか、また、

現行でも太陽光発電の補助、出していますけれども、それがどういうふうに変わっていくのかというとこら辺、具体

的にこの新規の中身について詳しくご説明をいただきたいと思います。以上です。 
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佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 小田島委員のご質問にお答えを申し上げます。 

 まず、差額シールを貼っていない有料指定袋の取扱いについて、不適正として置いていくというお話をさせていた

だきました。こちらのほうは、資源ごみに異物が混入している場合と異なりまして、手数料を少なくお支払いしてい

るごみとなりますので、一定期間置いていく必要があると考えておりますけれども、今回、週2回収集から週5回収

集になるということで、ごみステーションの稼働率自体が上がっていくような形になりますので、できるだけ管理の

負担が少なくなるような形で今後、考えて周知してまいりたいと考えております。 

 次に、分別看板の設置箇所ですけれども、現在1千か所以上ありますごみステーションのうち、看板の設置を希望

されてないところ以外は看板をつけ替えることで検討しております。看板設置の時期につきましては、降雪期の前、

秋ぐらいに実施を予定しておりまして、ごみステーションのほうでも、令和6年度から分別などが変わりますよ、と

いう周知する場にしていきたいと考えております。 

 次に、分別冊子についてでございますけれども、こちらのほうも大きく制度が変わりますことから、年内作成・配

布を目標として、全戸配布の方法で市民全員に行き渡るようにしてまいりたいと考えております。転入者につきまし

ても、これまでと同様に、転入手続の際に配布をする予定としております。 

 次に、ゼロカーボン推進事業についてでございますけれども、市有施設のLED化につきましては、具体的な施設と

しましては、西の里会館、大曲会館、東記念館、西の里公民館、中央公民館の5施設に係る附帯設備を予定しており

ます。LED化率につきましては、国の目標と同様で進めてまいりたいと考えております。 

 次世代自動車の導入についてでありますけれども、令和5年度におきましては、クリーンディーゼルの車両のリー

スを予定しております。今後につきましても、リース期間の契約期間の満了等に合わせて、順次更新をしていきたい

と考えております。 

 太陽光におきましても、設置できる公共施設の調査等もございますので、そちらを進めながら、順次取組を進めて

まいりたいと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 まず、家庭ごみの関係で再質問させていただきたいと思いますけれども、これ、看板設置、希望されているところ

は替えるよと。されてないところは替えないよと。今、希望されているところは何か所あるんでしょうかねと。 

 これ普通、制度変えて看板があったら、旧看板というのは、普通、撤去して新しい看板につけ替えるのが、僕は適

切な、最大の効果のある方法だと思うんですよ。ですから、私は1千か所あるんだったら、1千か所の看板を全部替

えるべきだと思いますので、その考え方、ちょっとお聞きをしたいと思います。 

 それから、住民の方から、私の住んでいるところの地域からもちょっと要望出ていたんですけれども、高齢単身で

いて、例えば水色のごみ袋、粗大ごみというのか何ていうんでしょうか、破砕されないごみというんですか、40 リ

ッターのやつを10枚で買って800円なんですけど、私の家って40リッターのものを捨てたいときがあるんだけど、

当然、10枚も買っちゃったら、ずっと置いておかなきゃなんないというのがあったりしていて、1枚で買えるシステ

ムを、近場のところで、そういうのを売っているかどうかもよく分からないと。だから、そういうことをぜひ考えて

ほしいですねという強い要望は受けましたので、その考え方、今、実際やられているんだったら、私は中央6丁目な

んですけれども、その界隈でどこが扱っているのか、ちょっとお聞きをしたいなと思います。 
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 それから、ゼロカーボンの推進事業の関係で、詳しくと言ったから、再質問しないぐらい、詳しくいただければよ

かったんですけれども、一般家庭の太陽光の発電装置だとか蓄電池の設置補助だとかも考えをされている中身がある

んじゃないかと思いますけれども、そこら辺も詳しくお聞きをしたいなということと、クリーンディーゼル、導入す

るよと。どういう一般公用車、市長車になるんですか、それとも一般、市中で事業系で使う車両になるんですか、何

台なんですかというとこら辺も、ちょっと詳しくいただければありがたいなと思います。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 ご質問にお答えを申し上げます。 

 看板の設置ですけれども、基本的には全ごみステーションに看板を設置するスタンスでおります。ただ、自治会・

町内会さんのご希望で、看板があると、ごみステーションだということがほかの自治会の方以外の方にも見られてし

まい、ごみを置いていかれるので、看板をつけないでほしいというところが一部ございます。そういったところは例

外とするという趣旨のご答弁になります。 

 次に、ごみ袋のばら売りについてなんですけれども、こちらのほうも、販売店舗さんのご協力いただけるところに

つきましては、現在もばら売りを実施しております。例えば東部地域ですと、ドラッグストアですとか、一部コンビ

ニさんのほうでばら売りのほうは対応しております。今回、ごみ袋は変わりますので、その際、また販売店舗さんの

ほうにご説明をすることになりますので、こちらのほうも、ばら売りへのご協力、当然こちら、店舗での負担という

のもございますので、100％は難しいかもしれないんですけれども、できるだけご協力をということは、引き続きお

願いしてまいりたいと考えております。 

 次に、ゼロカーボン推進事業の具体的なところだったんですけれども、まず、補助につきましては、ペレットスト

ーブの補助が 2 件と、太陽光発電システムの設置補助が 10 件で、次世代自動車の導入につきましては、現在、環境

課で使用しておりますピックアップトラックの更新に併せまして、同等のピックアップトラックでクリーンディーゼ

ルの車両のリースということを予定しております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 ありがとうございました。大分イメージが出てきましたけれども、ひとつ、ごみ袋の単体販売、1枚販売というと

こら辺が、ちょっと販売店との協力というのはありますけど、ぜひ、配布する冊子の中に、ちょっとそこら辺の状況、

地域のところはここよというのを刷り込んでいただいたりとかしていただければ、多分、皆さん、ほとんどの方は分

かっていないんじゃないかなと思いますので、そういうご配慮もお願いして、こちらの質問を終えたいと思います。

よろしくお願いします。ありがとうございます。 

 

佐藤副委員長 

 ほかに。 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 私からは、2点、お伺いいたします。一つ目がゼロカーボン推進事業。予算書125ページ、附属資料が38ページです。 
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 これまでの質疑で、ペレットストーブについては2件、助成しているということでしたが、事業の内容について、

北国のエネルギー使用という点では、空調、とりわけ暖房のゼロカーボン対策が欠かせないと考えております。バイ

オマス燃料の利用促進について、どのように考えているか伺います。 

 もう一つが、家庭ごみ適正処理推進事業です。予算書が127ページ、附属資料が38ページです。 

 分別冊子など、広報物について伺います。いろいろな人が見るものなので、分かりやすい編集が大事かと思います。

どういったところで検討するのか、クリーン北広島推進審議会などでも意見を求めてはどうかと思います。伺います。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 佐々木委員のご質問にお答え申し上げます。 

 家庭におけるバイオマスのエネルギーについてでございますけれども、現在のところは、ペレットストーブの設置

補助というところで進めてまいりたいと考えてございます。 

 次に、家庭ごみ適正処理推進事業の分別冊子についてでございますけれども、こちらのほうは、環境課において案

を作成した後に、令和5年度のクリーン北広島推進審議会におきましても、市民目線でのご意見をいただきたいと考

えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 審議会の方も、これまでにいろんな説明会とかも見てもらって、この説明が分かりづらかったとか、結構ね、率直

におっしゃってくださっているので、そういうところで聞いていくのは、すごくいいなと思います。 

 家庭ごみ適正処理推進事業について再質問します。ごみ分別について、市の公式 LINE が稼働しており、キーワー

ドを送ると分別の方法が確認できるようになりました。こうした投げかけが来ることで、行政側として、市民が分別

に迷っているものが何か把握できたのではないかと考えます。問合せとして、どのようなものがあったか伺います。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 お答え申し上げます。 

 公式 LINE での、ごみの分別の問合せで多かったものについてでございますけれども、危険ごみですとか、有害ご

みに該当する充電電池を含みます電池類、あとは、カセットコンロ、スプレー缶等に関する傾向が多い状況にござい

ます。検索履歴を把握しておりますので、お答えできなかったものにつきましては、順次回答を用意いたしまして、

回答を増やしていきたいと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 佐々木委員。 
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佐々木委員 

 回答できなかったものも、だんだんと項目が増えていくということで安心しました。そういった問合せの傾向など

も分別冊子などに反映していただけると分かりやすくなるかと思いますので、そちらのほうを要望して終わります。 

 

佐藤副委員長 

 続きまして、人見委員。 

 

人見委員 

 私のほうからは、1点、質問いたします。多様な性のあり方への理解促進事業です。予算書81ページ、附属資料31

ページです。 

 一昨日、にじいろトークというセミナーを開催していただき、私も出席させていただきまして、ありがとうござい

ます。それで、この2023年度も2022年度に続いての実施内容というのが、セミナーの開催などにとどまり、予算自体

も、少しですけれども減少していますが、まず、この件についての見解をお伺いいたします。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 人見委員のご質問にお答え申し上げます。 

 令和5年度の事業内容についてですけれども、市民への学習の場の提供という取組の中で、一昨日やったようなパ

ネルディスカッション方式のセミナー等を開催予定としております。また、チラシ等の配布であったり、設置、啓発

活動を行うということで、今のところ計画してございます。これにつきましても、第3次きたひろしま男女共同参画

プランに掲げた安心して暮らせる社会の実現に向けて、多様な性のあり方に関する市民理解の促進を図ってまいりた

いと考えてございます。 

 予算の減少につきましては、消耗品の経費の見直しのほか、町内会への回覧に係る経費を、複数のチラシを共有し

て配布することに切り替えております。また、セミナーの託児委託について、事業の実績に併せて仕様の見直しを行

ったところでございまして、令和4年度に比べて、3万8千円、経費節減を図っているということでございます。以上

です。 

 

佐藤副委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 LGBTQ であるとか、もしくは、入籍していない事実婚のカップル、いらっしゃいますが、こういう方にとって、パ

ートナーシップ制度というのは、例えば不動産の契約であったり、例えばパートナーの方が手術するときの手術の同

意であったり、本当に人権問題に絡んでくる問題だと思います。 

 このパートナーシップ制度の導入された自治体というのは、札幌市はもう北海道の中で最初にやりましたけれども、

江別市も昨年の頭にやりまして、ここ最近も、昨年の10月に帯広市、そして、続いて苫小牧市、岩見沢市、北斗市が

続々とパートナーシップ制度を導入しております。本市においても、この2年間、正直なところ、一生懸命やられて

いるんでしょうけれども、内容的にはあまり進展していないように思われますが、今後の本市の取組について伺いま

す。 
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佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今後の取組についてですが、庁内の職員向けガイドラインの策定と、勉強会を開催するとともに、性的マイノリテ

ィなどの理解促進の取組としてのパートナーシップ宣誓制度なども含めて、男女共同参画推進委員会においてご議論

いただくことを考えてございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 パートナーシップ宣誓制度ではちょっと違いますけど、例えば今、一般の世論調査なんかですとね、これは法的整

備も必要なんですけれども、同性婚についても、賛成は7割を超えているんです。はるかにそれよりも基準が低いパ

ートナーシップ導入制度ですから、もっと、何ていうんですかね、スピード感を持ってやっていただきたいなという

のが、まず一つです。 

 それで、この前のセミナーの中で当事者の方が言っていたんですけれども、例えば道営住宅の入居のときに、パー

トナーシップ制度を導入しているところは、同性パートナーであろうが入居できるんですが、そうじゃない自治体、

北広島市もそうなんですけど、そういうところはできないってひずみも生まれているんですよ。やはりこれは問題で

はないかと思います。どこに住んでいても、同じ条件でそういう公的な不動産、要するに住宅に入居できるのが自然

な流れだと思いますので、一日も早く北広島でも導入してほしいと思います。この件について、もし意見があればお

願いいたします。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今、人見委員からお話があった課題につきましては、私のほうも情報をいただいておりますし、今後のそういった

パートナーシップ制度に関わる部分も含め、先ほどの答弁と繰り返しになりますけれども、推進委員会のほうで議論

いただくという形で進めていきたいと考えてございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 公害対策費、有害鳥獣駆除対策事業。予算書125ページ、附属資料38ページについてお伺いします。 

 まず、ここ3年間のアライグマの駆除数と、北海道の連携によって駆除にあたるという内容がありますが、この連

携について伺います。 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

17 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 稲田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 アライグマの駆除数の推移でございますけれども、令和元年度以降につきましては、年間200頭前後で推移してお

りまして、今年度につきましては、1月末現在で159頭を箱わなにより捕獲をしております。 

 あとは、近隣との連携でございますけれども、こちらのほうは、北海道と近隣市町と共に、連携を進めながら行っ

てまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 予算なんですが、令和2年には39万円ありました。令和4年になると、7万3千円。そして、令和5年になると6万2千

円と減額されておりますけれども、この内訳と減額の理由について伺います。 

 

佐藤副委員長 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前10時58分 

再 開  午前10時59分 

 

佐藤副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 稲田委員の再質問にお答え申し上げます。 

 ちょっと今、数字を持ち合わせておりませんので、後ほどご回答させていただければと思います。以上でございま

す。 

 

佐藤副委員長 

 いいですか。 

 

稲田委員 

 分かりませんか。金額ではなくて、内訳、内容。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

18 

 

米村環境課長 

 後ほどしっかりと正式にご回答いたしたいと思いますので、申し訳ございませんけれども、後ほどのお答えでお願

いしたいと思います。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 後ほどお知らせいただきたいと思います。 

 アライグマの数が200頭、そして、令和4年、159頭というお答えいただきましたけれども、この捕獲できない数

というのは、本当に異常に多いんではないかと思います。実際に農家さんからお聞きしましたところ、もう、あした

は収穫だ、トウモロコシの収穫を楽しみにしておりましたら、アライグマというのは非常に知能指数が高いようで、

全部食べ頃を食べられてしまったとか、それから、また、ある方は、アライグマは指が5本あるんです。で、器用な

んですね。それで、ビニールハウスの鉄骨を登っていって、そのビニールハウスを破って中に入って、作物を食い荒

らすとか、本当に農家さんたちからいろんな声が聞こえております。 

 また、ただいま北広島の数をいただきましたけれども、アライグマは北広島に住居をとどめず、長沼だとか恵庭に

走り回っておりますし、それから、繁殖力が大変な問題なんですね。それで、少子化対策で悩んでいる人間にとって

は羨ましいような話なんですが、農家さんが、今、肥料が非常に上がっておりますし、その経済的な被害、たくさん

受けていらっしゃいます。 

 ある地域、深川市では、捕獲に奨励金を出しておりまして、2千円から3千円の奨励金を出しております。シカの

駆除は、電柵だとか、いろいろとされているようですけれども、このアライグマの駆除に対しては、本当に農家さん

はお気の毒で、戦っておりますので、先ほど近隣市町村と連携してとおっしゃいましたけれども、本当にしっかりと

連携して取組をすべきではないかと思いますけれども、今後の取組については、どのように考えていらっしゃるでし

ょうか。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 ご質問にお答え申し上げます。 

 先ほど、後ほどお答えすると申し上げました予算の減額の内容ですけれども、消耗品費の減額が主となっておりま

して、一度作成した看板ですとか、そういったようなものにつきましては、毎年買う必要はなく、次の年も使えます

ので、減っているという内容になっております。 

 また、今後の対策についてでございますけれども、困っている農家さんの声を現場で十分聞いておりますので、今

後につきましても、必要な対策等は継続して行ってまいりたいと考えております。 

 また、北海道のほうでも計画を立てておりますので、こちらのほうで、本市でも実施をしてまいりたいと考えてお

ります。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかに。 

 永井委員。 
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永井委員 

 一つ目が、平和推進事業で予算書79ページの、資料が31ページです。 

 こちら、毎度取り上げているんですが、平和都市宣言の懸垂幕、毎年8月に掲げられていますけれども、こちらの

通年掲揚や、また、このたび、ボールパークの開業に当たって、平和の灯公園がちょっと移動しましたけれども、こ

ちらの PR について、市民の方からも、公園の案内表示・看板などを分かりやすく掲示してもらえると、ボールパー

クと併せて、北広島の平和活動というところが PR できるのではないか、分かりやすくなるのではないかという声も

ありますので、その辺についての考えを伺いたいと思います。また、市のホームページでの PR などについても、併

せて伺います。 

 二つ目の非核都市宣言への取組ということなんですが、こちら、日本非核宣言自治体協議会というものがあります

よね。こちらのほうの連携だとか、あと、石狩市や札幌市などのように、会員の加入について、どのように検討して

いるのか伺います。 

 三つ目が、先ほども出ていましたけれども、多様な性のあり方への理解促進事業ということで、予算書 81 ページ

の、附属資料 31 ページですが、こちら、男女共同参画推進委員会において議論していただくことを考えているとい

うことなんですけれども、ちょっとこれ、あまりにも人ごとというか、じゃあ、市は何をするんだというところがは

っきり示されてないなと私は感じたので、市として何ができるのかというところを、いま一度、考えていただきたい

と思いますが、その辺について伺います。 

 

佐藤副委員長 

 寺岡市民課長。 

 

寺岡市民課長 

 永井委員のご質問にお答えいたします。 

 まず、懸垂幕の通年掲揚につきましては、懸垂幕の設置スペースに限りがありますことから、現状、8月から9月

にかけてのみ掲示しているところでございます。 

 それから、平和の灯公園の案内表示看板等の設置につきましては、道路の拡幅工事に伴いまして改修工事を行いま

して、その際に、新たに市道西裏線、いわゆるアンビシャス通りからの入り口に園名を示した板を設置したところで

ございます。 

 平和都市宣言や平和の灯公園の、市ホームページでの周知につきましては、市ホームページの現状の体系に基づき

まして、概要・歴史・景観や、平和推進活動のページにおいて周知しているところであります。 

 次に、日本非核宣言自治体協議会についてでありますが、当該協議会は昭和 59 年に設立され、日本国内の自治体

と連携し、核兵器廃絶に向けた平和推進活動を行っている団体であると認識しております。本市におきましては、世

界の各都市が加盟し、人類の意思として核兵器廃絶を国際社会に訴える活動を行っております平和首長会議に平成

20 年 4 月に加盟しており、平和首長会議は日本非核宣言自治体協議会とも連携して、様々な平和推進活動を展開し

ております。 

 なお、日本非核宣言自治体協議会の活動は主に国内であることに対しまして、平和首長会議の活動は世界も対象と

しており、2 団体とも核兵器の廃絶を同じ目的としていることなどから、非核宣言自治体協議会のほうには加入しな

かったという経緯がございます。今後につきましても、引き続き平和首長会議の活動を通じて核兵器廃絶を目指して、

平和活動に連携して取り組んでまいりたいと、このように考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 
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山田市民参加・住宅施策課長 

 私のほうからは、多様な性のあり方への理解促進事業について答弁させていただきたいと思います。 

 私どもの理解促進事業につきましては、先ほども申し上げた第3次きたひろしま男女共同参画プランに掲げた理解

の促進ということで事業を進めさせていただいているところでございます。その中で、令和3年度から事業を進めて

きたんですけど、まず、その理解促進が、まず、一定程度進んでいないという認識がございます。また、前回のセミ

ナーでも、やはり肯定的な情報が少ないという当事者の方のご意見もございました。そういったものが少なくて、当

事者の方が苦しんでいるというところで、受け入れる期間が相当かかるというのも、一昨日のセミナーでもいただい

たところでございまして、まずは、私どもとしては、その理解促進という取組をしつつ、段階的に事業を進めていき

たいというところでございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 平和推進事業のほうですが、公園の案内掲示板といいますか、看板はアンビシャス通り沿いに新しいものが設置さ

れたことは私も認識しています。あそこまで行かないと分からないといいますか、例えば駅の東西口に表示看板など

があれば、北広に遊びに来られた方たち、また、ボールパーク、野球の試合を見に来た方たちにも知ってもらえるこ

とができるのではと思いましたので、そのような場所での PR 的なところを、看板を設置するのはお金がかかるから

ということであれば、別の形で PR などを進めていくべきだと思いますけれども、その辺についての事業取組につい

て伺います。 

 また、日本非核宣言自治体協議会との平和首長会議との兼ね合い、連携は分かりました。ただ、道内では、こちら

の協議会に加入している市町村、23 市町村ですか、私が調べたところでは、ありますよね。札幌・石狩のほかにも、

帯広だとか、北見だとかありますので、平和首長会議で、もちろん平和を発信していくというのは大切でありますし、

これからも引き続き継続していただきたいことですけれども、それとはまた別の市の取組として、やっぱり平和に関

して、核兵器に対しても、市として意識、意思を表明するということも大切だと思います。 

 こちら、協議会の年会費といいますか、そちらのほうが、5 万人以上の市や政令指定都市ですと、大体、年会費 6

万円とホームページにも載っていたんですけれども、これぐらいでありましたら、市の支出としても十分行えるので

はないかと思いますが、その辺についての見解を伺います。 

 多様な性のほうですけれども、こちらは、私は何も、今までやってきたセミナーをやめて、どんどんパートナーシ

ップ制度をやってほしいということではないんですね。セミナーはセミナーで大切だと思っていますし、自分も参加

するたびに新たな発見とかがありますので、セミナーは今後も続けていっていただきながらの、ご本人たちの権利が

保障される事業ということを取り組んでいっていただきたいと思うんですよね。 

 それで、市の事業としても、人権意識の普及啓発事業ありますよね。こちらとすごく密接につながるのではないか

と思うんですよね。こちらの事業との兼ね合いといいますか、連携も含めて、今後の事業の取組を進めていっていた

だきたいと思いますけれども、見解がありましたら、お知らせください。 

 

佐藤副委員長 

 寺岡課長。 

 

寺岡市民課長 

 再質問にお答え申し上げます。 
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 まず、平和の灯公園の、案内の表示の仕方等についてでございますけれども、それぞれ、いろいろな施設に設置さ

れている案内板等には、それぞれ管理者がございますので、そちらとの連携も必要になるかと認識しているところで

ございます。委員がおっしゃいますとおり、ボールパークの開業に伴いまして、人流の変化なども予想されますこと

から、その辺りの動向も注視しつつ、どのようなやり方が適切か、引き続き模索してまいりたいと、このように考え

てございます。 

 続きまして、日本非核宣言自治体協議会の加入についての再質問でございますけれども、私どもも効率的な財政運

営を求められる立場もございますことから、まずは現在加入しております平和首長会議のほうの活動との連携を優先

的に行いまして、今後の活動に生かしてまいりたいと、このように考えているところでございます。以上でございま

す。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 私からは、人権に関することでということで、お話あった件についてご説明したいと思います。 

 今の男女共同参画の取組としましては、やはり人権というか、市内の人権擁護委員と連携して、今も DV の関係と

か、そういった啓発をやっているところでございまして、その延長線上においても、多様な性に関しても、当然、情

報共有していくという部分でございまして、具体に何かをやるというところは今のところないんですけれども、人権

擁護委員との連携を進めていきたいと考えてございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 平和推進事業のほうで、非核宣言自治体協議会についての、ちょっと市長の見解も伺いたいので、こちら、留保に

いたします。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 3点、お伺いします。まず、市民協働推進事業について伺います。予算書81ページ、資料は46ページです。 

 こちらは、市民協働推進会議による審議や評価を基に公益活動団体への支援を行い、協働事業を促進するというと

ころで、令和5年度は302万9千円の予算でした。今、現年度、令和4年度の予算の段階では63万円でしたので、

こちらの予算増の理由について伺います。 

 次に、クリーンセンター施設更新事業について伺います。予算書129ページ、資料は39ページです。 

 クリーンセンターの老朽化が進んでいることから、計画的な施設の更新・修繕を行うということで、612 万円の予

算が計上されています。この予算の下、実施される施設整備の更新内容について伺います。 

 三つ目は、ごみステーション整備事業補助金について伺います。予算書127ページ、附属資料は67ページです。 

 こちらは、自治会及び町内会に対して、ごみステーションの整備費用の一部を補助するということで、予算が 250

万円計上されています。この補助の対象となる整備内容について、どのようなものが対象になるのか伺います。以上
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です。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 私のほうから、市民協働推進事業の予算増についてご説明をしたいと思います。 

 行政組織の改編の計画に伴いまして、事務補助員として会計年度職員1名分を配置する予算として、職員の報酬、

手当、共済費等の費用である241万9千円を計上したところでございます。 

 ただ、一部役務費等の見直しによる減額もございまして、最終的な事業費全体では、302 万 9 千円でございます。

以上です。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 鶴谷議員のご質問にお答え申し上げます。 

 クリーンセンター施設の更新内容についてでございますけれども、クリーンセンター施設の第5期最終処分場地下

にあります地下水の水質をモニタリングする設備を更新するものになります。 

 このモニタリング設備の機能といたしましては、常時、地下水の pH や電気伝導率を点検することで、地下水への

汚水の流入がないことをタイムリーに監視するものとして、最終処分場の維持管理に必要な設備となっております。 

 この設備は第5期最終処分場造成の際に設置されたものでございまして、更新時期が到来しており、令和5年度は

第5期最終処分場において、かさ上げ埋立てを行う予定でありますことから、今回更新を行うものとなってございま

す。 

 次に、ごみステーション整備事業補助金につきましては、ごみステーションの適正かつ衛生的な管理を図ることを

目的とし、ごみステーションのネット及びボックスの購入や修繕、ごみステーションの消毒などを対象としておりま

す。 

 なお、補助金額につきましては、ごみステーション1か所当たりの実施に要する費用の2分の1を助成することと

しておりまして、1か所当たり、補助金額の上限は10万円としているところでございます。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 再質問します。まず、市民協働推進事業について伺います。 

 組織改編による人員配置に伴う予算増ということで理解いたしました。この人員配置など、組織改編による人員配

置ということなんですけれども、取り組む事業については、今年度までと変わる点はあるのか確認いたします。 

 次に、クリーンセンター施設更新事業について再質問です。 

 予算の下、実行される内容については理解いたしました。再質問は、この間、家庭ごみのクリーンセンターへの直

接搬入は、コロナ対応ということもあり、予約制となってきていましたが、予約制となったことによって、ごみの排

出量の変化はどのようであったでしょうか、伺います。 

 ごみステーションの整備事業について再質問です。モニタリング機器の更新ということで理解いたしました。先月、
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市民参加住宅施策の企画で市民協働セミナーがあったんですけれども、私もこちらに参加して、ワークショップのテ

ーブルに着いた際に、これはどのグループからもごみステーションに関する発言が少なくなかったなという印象があ

ります。ごみステーションの管理は、どこの町内会においても、その町内会の運営の中での、ずっと継続されている

課題なんだなというのを推察しました。ごみステーションに関する課題に対して、市として、今後どのように支援し

ていくのかという考え方について確認したいと思います。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 私のほうから、市民協働推進事業の答弁させていただきたいと思います。 

 令和4年度と令和5年度ということで、変更あるのかというところでございますけれども、基本的に、令和4年度

ベースの事業を計画してございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 お答え申し上げます。 

 まず、クリーンセンターへの直接搬入ですが、今現在、中継施設の建設に伴い、現場が狭隘化して、混雑しており

ますことから、予約制を昨年の9月途中から導入したところでございます。ごみの排出量・件数ともに、予約制を導

入する前から比べますと、減少をしているところでございます。ごみステーションへのごみの排出量につきましては、

大きな影響は出ておりません。 

 次に、ステーション管理についてでございますけれども、ごみステーションの管理につきましては、各自治会・町

内会ごとに異なっております。既に輪番制を導入しているところ、環境部長さんが担当されているところ、ご近所の

方のご厚意でされているところと、様々な運用の仕方がございますので、こちらのほうにつきましては、その実態に

合った、お話を聞き取った上で、ほかの町内会でうまくできている事例等もご紹介しながら、解決に結びつけていき

たいと考えております。 

 また、ごみステーション整備事業補助金、こちらのほうも有効的な活用というところで、ご相談に乗りながら進め

てまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 分かりました。市民協働推進事業について発言したいと思います。 

 先ほど、ごみステーションの整備事業のほうでも触れたんですけれども、2 月 15 日に市民参加・協働セミナーが

開催されました。当日は、参加が 22 名ということで、ホームページのほうにも開催の様子が詳しく掲載されていま

す。会場参加が22名、オンライン参加、合わせて26名ということですね。基調講演も現代社会における自治会活動

の課題解決に関して、SNS の活用や IT 技術の活用など、可能性について、いろいろなお話をされ、参加した方の年

代は、おおむね高いかなという印象はあったんですけれども、それでも、SNS や IT の活用に関してのお話は、皆さ

ん、食い入るように聞いていた印象があります。 
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 自治会団体などが活性化するということをテーマにしたワークショップでは、ワークショップを経て、参加者の感

想としては、ほかの方たちの活動の意見が聞けるよい機会だったということや、定期的に開催してほしいというなど

の、前向きな、今後に期待する声が多かったということも掲載されています。私もとても有意義なセミナーだったと

思いますし、参加者の皆さんも、終わった後、すごく不満が残った顔ではなく、今後に向けて何かやっていけるので

はないかなという、明るい表情があった印象があります。 

 こうしたことからも、この協働セミナーですね、今年度は年1回だったかと思うんですけれども、そうした参加さ

れた市民の皆さんの声に応えて、年に、次は2回ですとか、回数を増やすなどの企画を皆さんの声に応えて継続して

いただきたいということを要望として申し上げて、質問を終わります。 

 

佐藤副委員長 

 続きまして、山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、空き家対策と住宅リフォーム事業についてお聞きしたいと思います。 

 空き家対策については、予算書81ページ、附属資料33ページですけれども、この事業、空き家流動化促進事業や

リユース住宅活用サポート事業など、これらの事業が4年度の実績、成果というのを、まず示していただきたいんで

すけれども、令和5年度、これらの事業が住宅リフォーム事業も含めて、廃止するということで、住宅リフォーム事

業については予算がついていないわけですけれども、この理由をお示しいただきたいと思います。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 3事業のということで、令和4年度の事業成果ということで、まずご報告させていただきたいと思います。 

 まず、住宅リフォーム支援事業につきましては、申請件数が115件ございまして、リフォーム工事費は1億8,297

万 8千円の事業という形になってございます。それに対して、補助金の交付決定額としては、1,034万 7千円という

ことになっております。 

 また、空き家流動化促進事業につきましては、申請件数は 28 件で、補助金の交付決定としては、280 万円という

ことになってございます。 

 次に、リユース住宅活用サポート事業につきましては、申請件数が5件で、補助金の交付決定が100万円というこ

とになってございます。 

 事業の廃止の理由ということでございますけれども、この事業につきましては、3 事業とも快適な住環境の整備、

そして、移住定住の促進、市内建設業等への経済効果など、一定の成果があったというところでございまして、本市

においては、今、ボールパークの建設の効果などによる住宅等へのニーズの変化及び少子高齢化の進展、そして、新

型コロナウイルスを想定した新しい生活様式、また、働き方改革などによるライフスタイルの多様化等の複合的な背

景によって、現在、住宅施策を取り巻く環境が大きく変化しているという状況でございます。 

 こういった状況から、令和4年度の政策評価では、住宅施策の各種事業については、見直しを検討する必要がある

と評価を受けているところでございまして、また、これに加えて、本市の住宅施策全般を対象とするマスタープラン

となる住生活基本計画について、改定時期を迎えることから、この計画の改定時に、これまでの各種事業の検証と新

たな施策の検討を実施することとして、3 事業については今年度をもって終了したいと考えてございます。以上です。 

 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

25 

 

佐藤副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 これ、ちょっとおかしいんですよね。一つは、この住生活の基本計画、いろんな住宅環境の変化が生じるというこ

とは分かります。であるならば、この住生活基本計画の見直しをきちんと行って、これまでの事業成果というものを

検証した上で、新たな住生活基本計画に基づいて、新たな政策を打ち出すというのが基本的なやり方ですよ。で、今

の住生活基本計画の中にね、こうした事業、入っていますよね。まだこの基本計画の期間が終わってないのにね、こ

れを終えてしまうということ自体、全くおかしい。考え方としては、一つおかしい。 

 それから、令和4年度の事業成果を出していますけれども、非常に事業の申込みも多いし、成果もあると思います。

先ほど、事業評価の話したんですけれども、事業評価の見直しの理由というのは、要は件数が増えているんで、財源

が大変だと。だから見直すんだという、そういう評価ですよ。だから、おかしいじゃないですか。だから、きちんと

ね、事業の成果を示して、きちんと新しい計画に基づいてやるならば、その住生活基本計画の見直しの中できちんと

そういうものを評価すべきであって、今の段階でこれをやめるということにはならないんじゃないかなと思うんです

けれども、その点についての見解をお伺いします。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 山本委員の最質問にお答え申し上げます。 

 まず、リフォーム支援事業につきましては、快適な住環境の整備、そして、建設産業の振興と雇用の安定化を図る

ために、平成23年度から実施してきております。これまで1,796 戸に対して約1億5,800 万円を支援しておりまし

て、本市の経済効果としましては、約24億5,200万円に上る形になってございます。これに加えて、平成30年度か

らはリユース住宅活用サポート事業によって、延べ39戸への住宅リフォーム支援を行っております。 

 これらの取組、10 年以上進めてまいりましたけれども、補助金による快適な住環境の整備、そして、建設産業の

振興などの、政策誘導の意義、そして、負担軽減効果が薄れてきたことと考えております。そういう意味で事業終了

を判断したところでございます。 

 また、空き家流動化の促進事業につきましては、平成 28 年度から令和 4 年度申請も加えると、167 戸の解体に対

して助成を行っております。これにつきましても、負担軽減効果が薄れてきたことに加えまして、住宅事情の複雑化

によって、そういった背景が考えられるんですけれども、今年度については、34 件の交付決定後に、解体中止の申

出が6件提出されるなど、課題が出ている状況でございます。こういったことを踏まえまして、事業終了を判断した

ところでございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、今、負担軽減効果が薄れているというのは、自ら市が補助金の金額を減らしてきているから、負担軽減効果

が少なくなってきているんで、自ら補助政策を少なくして、それによって効果が少なくなってきたからやめるんだと

いうのはね、本末転倒だと思いますよ。 
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 それから、もう一つは、では、これらの事業をやめて、新しい政策というのは、令和5年度というのは、どういう

ことをやろうとしているんですか。 

 

佐藤副委員長 

 山田課長。 

 

山田市民参加・住宅施策課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今後の住宅施策ということでのご質問でございますけれども、今現在、ライフスタイルの多様化、そして、資材や

燃料の高騰による建設コストの増、それに加えて、本市では地価の上昇などの影響を受けている状況でございます。

この住宅を流通する、不動産の流動化の促進が、今、必要と考えております。この不動産の流動化には、土地や建物

の所有者が、その利活用や処分を考える動機づけが重要と考えておりまして、その必要性を通して、学ぶ機会の創出

が必要だと考えてございます。 

 この環境づくりを進めるためにも、行政と専門知識を有する民間事業者等との連携が重要になってきまして、特に

不動産事業者を含む住宅関連事業者につきましては、市民への住まいの提供のほか、ライフスタイルへの助言などの

重要な役割を持っております。多様化する市民ニーズに対応するためにも、市の不動産の動向を把握しているこれら

の事業者との連携による施策展開というのは、ほかの各種住宅施策の効果を高めるためにも、必要な取組と考えてお

ります。 

 現在、本市では銀行や不動産事業者、そして UR 都市機構、建設業協会で構成する官民連携組織であります住み替

え支援協議会の運営によりまして、住み替え支援の施策、空き家相談会を開催しているところでございますけれども、

今後はさらなる展開として、特に高齢者世帯やその親族などが、財産処分や相続を考える機会づくり、そういったこ

とを丁寧に取り組んでいく必要があるものと考えております。 

 こういったことを踏まえまして、今後の住生活基本計画の改定と併せて、新たな施策も検討していきたいと考えて

ございます。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 留保しますので。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、簡潔に4点ほど質問いたします。 

 まず、1点目、市民生活費、街路灯整備支援事業。予算書79ページ。 

 町内会のLED街灯の令和5年度の設置数、それによって普及率はどの程度までなるのか、まず、お聞きします。 

 次に、有害鳥獣駆除対策事業、125 ページ。これは、先ほどアライグマの質問、出ましたけど、一応私は、わなの

年間貸出し数は4年度、どうだったのか。それから、5年度、これ、増やす見込み等々、どうなのか。そこだけちょ
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っとお聞きします。 

 次、生ごみ処理事業、127ページ。 

 事業系の一般廃棄物の、生ごみ処理の、令和4年度の目標の達成はどうだったのか。また、5年度の見込みについ

て、どのように取り組むのか。 

 4 点目は、これ、ページ数なしで毎年聞いていますが、市民環境部が今、取りまとめをしている西の里地区におけ

る公共施設の在り方は、令和5年度でどこまで協議されるのか、具体的にご説明お願いします。 

 

佐藤副委員長 

 寺岡課長。 

 

寺岡市民課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、令和5年度中のLED街路灯の設置数につきましては、100灯程度を見込んでおります。これを踏まえて、LED

灯の普及率につきましては、令和5年度末で約95％程度を見込んでいるところでございます。 

 続きまして、西の里複合施設整備における今後のスケジュールについてでありますが、これまでは既存施設との機

能分担も含め、施設に盛り込む機能の整理等を進めてきたところであります。令和5年度以降につきましては、まだ

現状では、検討の内容やスケジュール等をお示しできる段階にないものの、建設位置であるとか、規模等の施設概要

をまとめた基本構想等の整理や、連合町内会など地域の方々と意見交換する場の設定などを目指し、引き続き検討を

進めてまいりたいと、このように考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 アライグマの、令和4年度の設置数についてでございますけれども、箱わなの設置数につきましては、今年度1月

末現在で 46 台の箱わなを所有しておりまして、年間の設置回数は 297 回、降雪期を除きます。捕獲頭数につきまし

ては、159 頭となっております。令和5年度につきましても、同程度の設置数、捕獲数を目指して、北海道や近隣市

町村と連携しながら、捕獲頭数の増加に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、生ごみ処理事業についてでございますけれども、令和4年度の事業系一般廃棄物の生ごみ処理量につきまし

ては、クリーンセンターでの展開検査の実施や、収集運搬許可業者を通じました事業所への分別の依頼などによりま

して、今年度 1 月末現在の実績値が約 655 トンと、前年度の同時期と比較いたしまして、約 34％の増加となってお

ります。今年度 1 月末現在で、一般廃棄物処理基本計画の目標値の 95％を超えておりますことから、目標値を上回

る見込みとしております。来年度につきましても、事業系生ごみの収集量増加につながります分別促進等の施策につ

いて推進してまいりたいと考えております。以上でございます 

 

佐藤副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、再質問します。 

 まず、LEDのほうで。LEDの町内会の街路灯で一番最初に設置した町内会から行くと、そろそろ10年ぐらいたって
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いるのかなと思うんですけれども、そのような一番最初につけた町内会から、いわゆるLEDの更新のための、こうい

う申込みというのは、5年度にあったのかどうか、ちょっと中身として分かっていれば、ご説明をお願いします。 

 次に、有害鳥獣の、アライグマのわなですけど、46 台ということで、先ほど稲田議員からも質問ありましたけど、

いわゆる収穫のピークのときに、貸出し台数として 46 台で十分足りていると認識しているのかどうか、確認の意味

でお答えください。 

 それから、生ごみ処理事業のほうで、事業系の一般廃棄物ですけど、新年度はボールパーク、開業しますけど、特

にエスコンフィールドから出る生ごみというのは、どの程度を予想しているのか。そこをちょっと分かる範囲でお答

えください。 

 

佐藤副委員長 

 寺岡課長。 

 

寺岡市民課長 

 藤田委員の再質問にお答え申し上げます。 

 LED へ既に置き換わったものについて更新の申込みがあったかについてでありますが、現状、我々のほうで認識し

ている範囲では、申し込まれているものはございません。今後、そういったものが出てくるのではないかということ

で、こちらのほうも粛々と準備を進めているところでございます。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 お答え申し上げます。 

 アライグマの箱わなの数についてでございますけれども、今年度につきましては、お待ちいただかなくても貸出し

を行えたところとなっております。次に、エスコンフィールド、球場関係の生ごみの量ですけれども、まだ具体的な

店舗から排出される予測というのが、こちらのほうでは把握しておりませんので、具体的な数字は申し上げることは

できませんけれども、処理施設における処理に関しましては、問題ないものと考えております。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 通告されていない委員の質問はありませんでしょうか。 

 ないようですね。 

 以上で、市民環境部所管の総務費、衛生費及び霊園事業特別会計の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前11時41分 

再 開  午前11時41分 

 

佐藤副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、民生費の子ども発達支援センター費を除く社会福祉費、児童福祉費の児童母子福祉費のうち、母子・父子自

立支援相談事業及び子ども家庭総合支援拠点運営事業、医療給付費及び生活保護費の質疑を行います。 
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 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点だけお聞きいたします。福祉バス運行事業、予算書93ページです。 

 昨今、コロナ禍の、今、下火となってきておりまして、老人会や町内会からは、福祉バスでどこか行きたいという

声が多く聞かれるようになっております。その予約が多くなることが予想されておりますけれども、予約が多い月に、

バスの台数の確保というのは可能なのか、できるのか、お聞きいたします。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木福祉課長。 

 

鈴木福祉課長 

 大迫委員の質問にお答えいたします。 

 福祉バスにつきましては、コロナ禍において利用者が減少しておりまして、しばらくはこの状態が続くものと見込

んでおります。また、受付業務を委託しております社会福祉協議会へ聞き取りをした結果、利用希望者の希望日程に

おおむねお応えできている現状であるという報告を受けております。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 利用者の希望に添えているというのは、今年度ですよね。来年度はどうするんですか。多くなった場合は応えられ

るのかどうか。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 福祉バスにつきましては、数か月前ぐらいに予約する形となっておりますので、来年度の部分も、話自体は来てい

ると伺っております。もし、このまま人数が、バスの利用者の希望者が増えて、予約がちょっと難しいような状況に

なれば、今現在、やめております借上げバスにつきましても、検討していきたいと考えております。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 来年度のバスの乗車人数ですけれども、定員の満席で乗れるのか、それとも、半数になるのか、どうでしょう。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 
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鈴木福祉課長 

 今、現状では、コロナ感染症対策としまして、バスの座席を、間を空けて乗っていただいている現状なんですけれ

ども、それを満杯まで乗せるかどうかというのは、これから検討していきたいと考えております。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 1点、お伺いをしたいと思います。 

 説明資料の中の 13 ページに書いていますけれども、予算書 113 ページですね、生活保護費等支援事務の拡大の部

分でございます。拡大をするとシステムのことがちょっと書かれておりますけれども、これが、どういうシステムか

らどういうシステムに替わっていって、それがいつから、どういうスケジュールでこの分が改修をされていくのか、

保守対応の分も含めて、ちょっとその内容を詳しくお知らせいただきたいと思います。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 生活保護事業費の拡大分なんですが、生活保護受給者の利便性を高めることを目的といたしまして、マイナンバー

カードを利用したオンライン資格確認が導入される予定です。これは未来の話なんですけど、予定でありますことか

ら、それに伴う生活保護システム改修委託等を計上して、今回、予算が増えた形になっております。この時期につき

ましては、令和5年度の末まではシステムが替わらない予定になっておるところです。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 システムが替わらないということであれば、予算って必要なんでしょうかって単純に疑問なんですけど、何のため

に500万円、使うんですかという、そこを説明していただきたいと思います。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 まず、システム改修のほうの委託のほうは、制度が替わる前に改修する必要があるものですから、そのように最新

改修させていただく形になっております。 

 で、オンライン資格確認に関する医療機関なんですけれども、小田島議員がおっしゃられた医療機関のほうで、そ

のシステムのほうがついていってない場合もあり得ますので、その場合は、今までどおり生活保護の医療券のほうで

対応できる形となっております。以上です。 

 

 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

31 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 高齢者福祉費、高齢者サービスガイド作成事業について伺います。予算書は93ページ、附属資料が6ページです。 

 予算のほうですけれども、令和4年には60万9千円でありましたが、令和5年、今年は5万円になっております

けれども、この金額の説明と、それから配布先、どのように市民に配布されるのかを伺います。 

 

佐藤副委員長 

 工藤高齢者支援課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 高齢者サービスガイド作成事業についてでありますが、今年度と比較し、予算が減額となった要因につきましては、

新年度において高齢者サービスガイドの冊子の作成に当たり、民間業者と官民協働発行に関する協定を締結し、発行

に係る経費の全額について、民間業者が広告収入により負担していただくことを予定していることから、これまで計

上していた印刷製本費を新年度においては計上していないことによるものでございます。 

 また、配布につきましては、市役所及び各出張所での、窓口での配布のほか、高齢者支援センターや介護サービス

事業所などに配布をいただいているところでございます。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 こんな少ない予算でできるということは、本当にありがたいことだと思いますけれども、内容ですけれども、今、

発行されている内容ですけれども、非常に見づらいという声が聞こえております。というのは、広報紙もそうですけ

れども、カラー化しました。そして、文字も大きく、あるいはイラストをたくさん入れて、特に高齢者の方が手に取

るものですから、私もそうですが、ぱっと見てぱっと分かるような工夫をしていただけたらと思いまして、ちょっと

ほかの市を見てみましたら、塩竈市とか佐伯市、こちらのほうは本当に分かりやすく工夫されてできておりますので、

これから、この浮いた分で、カラー化もそんなに金額が張らないんではないかと思いますけれども、そういう方向に

ついては、どのようにお考えでしょうか。 

 

佐藤副委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 サービスガイドについてでありますが、新年度において作成方法、変更となりますが、今後につきましても、カラ

ー化も含めて、市民の方が見やすく、分かりやすい冊子となるよう努めてまいりたいと考えております。以上でござ

います。 
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佐藤副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 ぜひ、よろしくお願いします。 

 それから、配布方法なんですけれども、高齢者でもアンテナを張り巡らせて市内を歩かれる方は、その冊子を手に

する機会がありますけれども、そうではなくて、このコロナ禍でもありますし、おうちにずっと引き籠もっていらっ

しゃる方もたくさんいらっしゃいますしね、市民、高齢者の皆さんにもっと配布していただけるような、例えば町内

会に配布をお願いすると、例えばですけれども。何か広く皆さんにわたるような工夫をしていただけないでしょうか。 

 

佐藤副委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 高齢者サービスガイドについてでありますが、作成部数につきましては、新年度におきましても、今年度と同数の

3 千部を予定しているところでございます。ちょっと全世帯への配布というのは難しいところではございますが、必

要とされる方に配布されるよう、高齢者支援センター等を通じまして、配布に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 ほかにありませんか。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 障がい関係で伺います。 

 障がい福祉費全般的にという考えで出していたんですけれども、障がい福祉サービス等事業になるかなと思います。

97ページの、資料が11ページですね。 

 医療的ケアの必要な障がい児・者支援について伺いますが、今後の事業の取組とかに関わりますね。こちら、もう

一つの障がい者医療的ケア支援事業と深く関わっていると思うんですけれども、併せた形でお答えいただければ幸い

です。 

 グループホームや、また、ショートステイなどが必要な方たちが市内にはいらっしゃいますけれども、やっぱりど

んなに障がいが重くても、地域で暮らしたい、暮らしていくという形で、必要な施設体制の整備について、今後の事

業の方向と併せて伺います。また、事業実績などが今、分かりましたら、伺います。また、事業の縮小などについて

は、どのように検討しているのか。縮小はされてはならないものだと思いますけれども、その辺についても伺います。 

 もう一つが、予算書95ページの、附属資料10ページ。こちらの障がい者自立支援協議会、障がい者相談支援事業

としての中の協議会ですね、こちらについても、医療的ケアが必要な方たちへの分科会は設置されていることは認識

していますけれども、この分科会のほうの事業展開について伺います。 

 三つ目が、高齢福祉費、高齢者支援サービス事業になるかと思います。予算書 93 ページの、附属資料が 6 ページ

で、こちら、代表質問のほうでも取り上げられていましたけれども、補聴器購入助成について、制度構築のための計

画や財源確保についての検討を伺います。 
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佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 永井委員のご質問にお答えいたします。 

 まず、グループホームやショートステイ、医療的ケアの方のということで、お答えさせていただきます。グループ

ホームやショートステイの施設体制の整備についてでありますが、本市におきましては、医療的ケア等の多様な技術

を持つ看護師・人材自体が不足している状況となっておりますので、医療的ケア児・者等が地域で安定した生活が送

れるよう、自立支援協議会等において協議を継続していきながら考えているところです。必要なサービス提供及び社

会資源の確保についての検討も、その中で行っていきたいと考えておるところです。 

 次、障がい者自立支援協議会の事業展開についてですが、障がい者自立支援協議会が、現在五つの専門部会等が設

置されておりまして、様々な活動・協議を実施しております。引き続き、関係機関とのネットワークの構築強化や情

報共有、地域課題の抽出等を行っていきたいと考えておるところです。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 補聴器の質問についてお答えいたします。 

 補聴器購入助成についてでありますが、次期高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画の策定に係るアンケート調査

において、耳の聞こえに関することや補聴器の購入に関することについての質問項目を設け、調査を実施したところ

であり、今後、調査結果を踏まえた上で、有効性や持続性を整理し、支援につきまして検討してまいりたいと考えて

おります。以上でございます。 

 

佐藤副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 障がい福祉サービスのほうですが、医療的ケアの方たちへの看護師確保などに、受入促進事業補助金が市のほうで

ありますよね。こちらが、今年度よりも新年度のほうが増額された、補助金で出されているんですが、資料のほうに

は出されているんですけれども、看護師の確保が実現、1人でも2人でもされたのかという実態的な内訳をお聞きい

たします。 

 また、現在、その補助金を活用している社会福祉法人が1施設のみかと存じますが、市内には、まだほかに医療機

関のほうで行っている法人施設などがありますので、そちらのほうへの働きかけなどを広めていっていただきたいと

思いますが、その辺についての、これまでの働きかけだとかについて伺います。 

 協議会のほう、自立支援協議会のほうは、こちら、実際に協議会のメンバーになっている市民の方からも、なかな

かやっぱり医療的ケアが必要としている本人たちのことを、なかなか市民の人たちや、協議会の中でも理解をしても

らうのが難しいというような声も聞いていますので、こちらは、ご本人たちや、また、協議会任せではなくて、市の

ほうとしてもしっかり協議会の中で取り組んでいって、連携を強めていっていただきたいと思いますが、その辺につ

いて見解を伺います。 

 補聴器購入ですが、こちらも市民の方たちから、請願者とか、議会採決されたけれども、一体、いつ実現できるん

だという話がたくさん寄せられておりますので、スピーディーに、アンケートの調査結果の検証などが今月中旬ぐら
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いには取りまとめられるかと思いますので、取りまとめ次第、議会のほうにも報告・周知していただきたいと思いま

すが、その辺について伺います。 

 

佐藤副委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 永井委員のご質問にお答えいたします。 

 まず、医療的ケア児・者受入促進事業になります。こちらのほうは、福祉事業所が看護師を配置した場合に、我々

は補助金を出すような事業になっておりまして、今、委員がおっしゃったとおり、一つの事業所でやっているところ

です。この金額の増額については、具体的に人数が増えるだとか、そういうことでなくて、サービス利用頻度の増加、

それから、転入等による医療的ケア児の増加がもしくはある場合に備えて、事業費を増額しているといったところに

なります。 

 もう一つの質問のほうの、自立支援協議会のほうになりますけれども、こちらのほうについては、具体的な協議内

容についてですが、障がい者自立支援協議会における専門部会である医療的ケア児等支援のための協議の場というの

がありまして、この中におきまして、医療的ケア児・者及びその家族の方々が適切な支援を受けられるよう、地域の

課題や対応策について意見交換をしたり、情報共有をしているところであります。以上です。 

 

佐藤副委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 補聴器につきまして、補聴器に関するアンケート調査、事業計画策定に係るアンケート調査として、その一部とし

て補聴器に関する調査も行ったところでございますが、その辺の集計、報告書の作成が 3 月 15 日までを期間として

委託しておるところでございまして、それが終わりましたら、議会のほうにも報告したいと思っております。以上で

ございます。 

 

佐藤副委員長 

 よろしいですか。 

 ここで、ちょうど12時になりましたので、午後1時まで休憩といたします。大変ご苦労さまでした。 

 

休 憩  午後0時00分 

再 開  午後0時58分 

 

橋本委員長 

 それでは、休憩を解き、再開をいたします。 

 次に、民生費の子ども発達支援センター費を除く社会福祉費、児童福祉費の児童母子福祉費のうち、自立支援相談

事業及び子ども家庭総合支援拠点運営事業、医療給付費及び生活保護費の質疑を行います。 

 山本委員。 
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山本委員 

 私からは、障がい者医療的ケア支援事業、予算書では97ページで、附属資料11ページですけれども、この事業な

んですけれどもね、先ほど永井委員のほうからも質問ありましたけれども、看護師を重度心身障がい児・者に派遣し

てケアを行うという事業なんですけれども、令和4年度は137万8千円の事業費があったんですけれども、令和5年

度はその 10 分の 1 以下の 10 万 6 千円になっているんですけれども、これまでの、令和 4 年度の事業実績、それか

ら、事業を縮小させた理由ですね、どう考えているのかお聞かせ願いたいと思います。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 山本委員のご質問にお答えします。 

 本事業の利用実績についてですが、令和3年度に1名の利用がありまして、月に4回程度の支援、看護師の派遣を

行ってまいりましたが、令和4年度以降につきましては、当該利用者のニーズの変化に伴いまして、看護師が既に配

置されている事業所へ通所先を変更することとなりましたことから、結果として、本事業による支援、看護師の派遣

ですね、現時点では不要となったために、事業費が縮小したものとなっております。今後の方向性につきましては、

本事業は医療的ケア児・者にとって重要な事業であることには変わりがないことから、引き続き、受入れ体制の維持

を継続してまいりたいと考えております。以上です。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 この受入れ体制とね、この派遣の事業との関係なんですけどね、そこのところは、昨年の事業の中間報告、令和 4

年の中間報告を見た時点では、利用実績がないという状況だったんだと思うんですけれども、結果的には利用がなか

ったということなんですか。今後、そこら辺とね、派遣と受入れとの関係というのがね、どういうふうに整理してい

くのかというところをお聞きしたいんです。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 質問にお答えします。 

 医療的ケア児・者受入促進事業のほうは、看護師を配置している事業所に対して補助金を出す事業です。こちらの

ほうは利用者がいまして、事業は継続で、金額的にも来年度の予算から少し大きいような形の予算要求になっている

ものです。 

 で、今の委員のおっしゃっていた障がい者医療的ケア支援事業のほうですね、看護師、派遣するほうの事業につき

ましては、今言ったような理由で、既に看護師のいるところに移ったということで、事業費が削減・縮小になったと

いうことであります。以上です。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 
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山本委員 

 では、令和5年度の事業については、事業縮小したといえ、ニーズがあるかもしれないということで、予算を取っ

ているという考えでよろしいんでしょうか。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 事業自体をなくすわけには絶対いかないものですから、予算としては少し残してあるような形になっています。以

上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんでしょうか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 二つの事業について質問します。 

 まず、介護サービス利用者負担額軽減事業について伺います。予算書93ページ、附属資料は6ページです。 

 こちらは、低所得で生計が困難な方の介護サービスの自己負担分を軽減した社会福祉法人に対して、その軽減額の

一部を助成するという事業ですが、令和5年の予算は143万3千円で、令和4年、現年度の予算が52万6千円でし

た。令和 3 年度の決算としても、50 万円台でしたが、この予算増について、対象者が増加するのかどうかという、

予算増についての理由をお伺いします。そして、1人当たり分、あるいは1施設当たりの助成額の基準なども変更に

なったりするものなのか、この予算増についての説明をお願いします。 

 次に、障がい福祉サービス事業について伺います。予算書は97ページ、附属資料は11ページです。 

 新年度予算のうち、障がい児通所支援、いわゆる児童デイサービスに関して、児童生徒が利用する対象となる事業

所数、児童数について伺います。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 介護サービス利用者負担軽減事業についてお答えいたします。 

 本事業の予算額増額の要因についてでありますが、令和4年、昨年の3月に開催されました全国介護保険高齢者保

健福祉担当課長会議におきまして、本制度の活用の推進が呼びかけられたことを受けまして、特に市外の社会福祉法

人において、本制度の活用が伸びてきており、今年度2月末現在で軽減者数が昨年度より2人増の26 人、軽減実施

法人が 5 法人増の 13 法人と増加しているところでございます。なお、助成基準につきましては、変更がないところ

でございます。このことから、今年度につきましては、第4回定例会において補正予算を計上したところでございま

して、新年度におきましても、今年度の状況を鑑み、予算を増額計上したところでございます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 
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鈴木福祉課長 

 私のほうからは、放課後デイサービスの事業所数についてお答えいたします。 

 事業所数は、令和5年2月1日現在で市内に16か所ございます。また、利用者数につきましては、令和4年4月

から令和5年1月までで227名となっているところです。以上です。 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 では、再質問いたします。 

 介護サービス利用者負担額軽減事業については、予算増について理解いたしました。社会福祉法人が対象となる事

業ではありますけれども、こうした制度があることを対象となる利用者さん、介護サービスを利用する方や、そのご

家族にも情報提供することが大事かと思うんですが、この点について、そうした告知、情報提供はどのように行われ

ているのか。また、この活用の推進が図られるというところも含めての情報周知について、どのように行っていくの

か伺います。 

 障がい福祉サービス等事業についてです。 

 予算額に対してなんですけど、この児童デイサービスに関しての予算はどの程度見込んでいるのか。また、児童 1

人当たりの市としての支援額はどの程度になるのか伺います。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 介護サービス利用者負担軽減事業についてお答えいたします。 

 本制度の周知についてでございますが、軽減対象者に対して、市から発行している軽減対象者確認証の更新時期が

7 月にございますので、対象者が利用している社会福祉法人やケアマネジャーに対して、本制度に関する周知を行っ

ているところでございます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 鶴谷議員の、今のご質問だったんですが、ちょっと件数その他、今ちょっと手元に資料がないものですから、後で

報告させていただきたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 それでは、もう 1 点、児童デイサービスに関して伺いますが、児童デイサービス、市内で 16 か所、事業が行われ

ていて、227 名の児童が利用されているということだったんですけれども、昨今、全国的に児童デイサービスでの、
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虐待などの事件の報道が、絶えず起きている状況が伝えられています。道内に関する事案は聞こえてきていませんけ

れども、本市でそのような児童デイでの虐待事件が発覚した場合、また、それに近いヒヤリ・ハットのような事案が

発覚した場合、その事案に対しての指導や監査などについて、市としてはどのように関わっていく立場にあるのか伺

います。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 委員の再質問にお答えいたします。 

 令和4年度におきまして、放課後デイサービスにおける虐待の実績及び虐待に関する相談はございませんが、虐待

の疑いについての通報は1件ございました。当該通報への対応につきましては、市と石狩振興局が合同で事実確認を

しているところであります。 

 なお、事実確認につきましては、主に市が行いまして、事実が確認された場合の事業所への指導等は、主に石狩振

興局が行うというようなことになっております。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんでしょうか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私からは、5点、質問いたします。 

 まず最初、高齢者支援サービス事業。予算書93ページ、附属資料6ページです。 

 これ、昨年というか、本年と比べて新年度の予算が増えておりますが、どういう理由があるのか。これ、除雪サー

ビスの希望者が増えているということで捉えていいのか、お尋ねします。 

 次に、福祉人材確保対策事業。予算書93ページで、附属資料7ページです。 

 これ、毎回質問しているんですけれども、予算額はほぼ同額で推移しておりますけれども、福祉人材の確保という

のは順調に行われているのかお尋ねします。 

 3点目、医療的ケア児・者受入促進事業。予算書99ページ、附属資料12ページです。 

 2022 年度の予算は2,267 万 3千円に対し、2023 年度は357 万円と増額されていますが、その理由についてお聞か

せください。 

 4点目です。生活保護費等支給事業です。予算書115ページで、附属資料14ページ。 

 これも、生活保護の予算が前年に比べて 5％以上減少しているんですけど、この辺の理由と受給者数の推移につい

てお尋ねします。 

 5点目です。子ども家庭総合支援拠点運営事業です。予算書105ページで、附属資料3ページです。 

 これは2022年度の新規事業ですけれども、2023年度の予算が898万8千円から292万2千円と大幅に減少してい

る理由についてお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 
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工藤高齢者支援課長 

 私から、高齢者支援サービス事業と福祉人材確保対策事業についてお答えいたします。 

 初めに、高齢者支援サービス事業についてでありますが、新年度における予算額の増加の要因につきましては、除

雪サービス事業において、利用者数の増加等による委託料の増加を見込んだことによるものでございます。 

 次に、福祉人材確保対策事業についてでありますが、新年度の予算につきましては、福祉分野の人材確保が引き続

き厳しい状況が続いている状況ではありますが、今年度とほぼ同額の予算を計上したところでございます。 

 福祉人材の確保の状況についてでありますが、現状におきましては、おおむね介護サービス利用者のニーズに応じ

たサービスの提供はできているものと捉えているところであり、潤沢ではないものの、一定程度の人材は確保されて

いるものと考えているところでございます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 私のほうからは、医療的ケア児・者受入促進事業の事業増の理由と、生活保護支給事業の減額の部分についてお答

えいたします。 

 医療的ケア児・者受入促進事業ですが、これは事業費の増額につきましては、サービスの利用頻度の増加ですとか、

転入等による医療的ケア児・者の増加を見込みまして、増額計上しているものであります。 

 生活保護支給事業のほうなんですが、予算額が減少している理由としては、令和5年度の医療扶助が減少する見込

みであることから、全体事業費が減額となったものであります。 

 生活保護受給者が受ける医療扶助のうち高額となる手術、人工心肺設置ですとか、動脈バイパス移植等の件数が、

令和5年度は例年よりも減少する見込みであることから、また、入院件数自体も減っていること等の理由によりまし

て、医療扶助が減額になっているものであります。以上です。 

 

橋本委員長 

 柄澤保健福祉部理事。 

 

柄澤保健福祉部理事 

 私のほうからは、子ども家庭総合支援拠点運営事業についてお答えを申し上げます。 

 この事業につきましては、令和4年度においては、フルタイムの会計年度任用職員1名とパートタイム会計年度任

用職員 2 名の、合計 3 名の会計年度任用職員の人件費を計上していたところであります。令和 5 年度につきまして

は、フルタイムの会計年度任用職員1名とパートタイム会計年度任用職員1名の、合計2名を減員しまして、福祉総

合相談室の正職員を1名、増員配置することとしたため、会計年度任用職員の人件費が減額となったものであります。

以上でございます。 

 

橋本委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 では、再質問を行います。 

 まず、高齢者支援サービス事業ですけれども、先ほどのお答えの中で、除雪サービスの希望者が増えているという

ことですが、この利用者の推移と、また、除雪を担当する方の充足状況などについてお尋ねします。 
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 2 点目、福祉人材確保対策事業ですけれども、実際の助成状況、例えば新規就労の場合、6 か月の。その辺の状況

についてお聞かせください。 

 3 点目の医療的ケア児・者受入促進事業ですけれども、今現在、医療的ケアが必要な障がい児や障がい者の実数が

増えているんでしょうか。予算が上がったということで、その辺のことについてお尋ねします。 

 4 点目、生活保護費など支給事業に関しましては、先ほども手術の件数が減少になるということで下がったけど、

実数は変わらないというようなニュアンスで受け取りましたけれども、ちょうどコロナが始まりましたときに、緊急

の貸付金で緊急小口資金とか総合支援資金の返済が、ちょうど今年明けから始まったと思うんですね。本市における、

そういった受給者が返済できないで、生活保護に推移した状況とか、あるのかどうかお尋ねします。 

 で、次の子ども家庭総合支援拠点運営事業ですけれども、ここに、説明文の中にもありましたけれども、実施して

いる児童虐待防止の広報啓発の内容ってあります。広報啓発について、どのような内容があるのかお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 初めに、除雪サービス事業についてでありますが、利用世帯数につきましては、令和3年度は278世帯、令和4年

度は、現在のところ350世帯となっております。 

 次に、除雪サービス事業における除雪作業についてですが、令和 3 年度はボランティア 38 名の方が 83 世帯の除

雪。4年度はボランティア32名の方が78世帯の除雪を担当していただいている状況であり、また、その他の世帯に

つきましては、除雪業者や道路維持協同組合等が担当している状況でございます。昨年度の大雪のこともあり、今年

度につきましては、利用世帯数が大幅に増加しましたが、除雪サービス対象者全員の方に、どうにかサービスの提供

が行えたところでございます。 

 次に、福祉人材確保対策事業の就労支援金の実績についてでございますが、令和 3 年度は新規就労者数が 84 人、

市外からの転入加算該当者が6人、6か月継続勤務加算該当者が86人となっております。また、令和4年度は、令和

5年2月末現在で、新規就労者数が71人、転入者は7人、6か月継続者は69人となっております。以上でございま

す。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 人見委員の再質問にお答えいたします。 

 医療的ケア児・者数の推移でございますが、現在のところ、増加傾向には見られておりません。具体的には、令和

3年度は医療的ケア児が7名、医療的ケア者が3名ということで、合計10名という形になっておりまして、令和4年度、

現在の在宅の医療的ケア児は8名で、医療的ケア者が1名となっております。 

 もう一つ、生活保護支給事業に関わる部分の貸付に関して、貸付の償還が始まったということで、生活保護の影響

ありませんかということですが、現時点では、その影響はないものと捉えております。その理由につきましては、総

合支援資金等貸付の償還が始まった時点で、非課税の方は償還を見送るという形の立てつけになっているものですか

ら、その部分が少しは影響しているかなと考えています。以上です。 

 

 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

41 

橋本委員長 

 柄澤保健福祉部理事。 

 

柄澤保健福祉部理事 

 児童虐待防止の啓発についてお答え申し上げます。 

 啓発については、関係機関や民生委員児童委員を対象とした研修会の実施やパンフレットなどの配布を行いまして、

日頃から周知に努めているところであります。 

 さらに、毎年11月の児童虐待防止推進月間には、様々なツールを活用しまして、集中的な取組を行っております。

今年度につきましては、エルフィンパーク大型ビジョンや市広報、市庁舎内のデジタルサイネージに掲載し、虐待防

止推進月間の周知を行ったほか、保育園、幼稚園、小中学校、医療機関など、関係機関にポスターやチラシの配布を

行ったところであります。 

 また、虐待の相談窓口や連絡先が記載された名刺サイズのエルフィンカードというものを作成しまして、市内の小

中学校へ配布するとともに、市職員や関係機関には、児童虐待のない社会の実現を目指すシンボルマークであるオレ

ンジリボンを配布して、児童虐待防止の意識の醸成を図ったところであります。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 では、質問いたします。 

 まず、高齢者支援サービス事業ですけれども、昨年の大雪ということで申請者が増えている。これは、もう十分理

解できます。で、皆さんも希望者に対して全員行われているということで、これに関しては安心しております。 

 ただ、この申請の条件を見ますと、市内に親族のいる方に関しては該当しないというようなところがあったと思い

ますが、すぐには難しいかも分かりませんけど、例えば同じ市内でも、西の里と、例えば大曲に住んでいるご家族と

かという場合とか、なかなか物理的に難しいものもありますので、こういった条件を少しでも外せるようにと思うん

ですけれども、この辺についての見解を伺います。 

 2点目の福祉人材確保対策事業ですけれども、私、これ、何回も今までも言ってけれども、まず、福祉人材確保対

策事業というのがあって、一方で子育てにはきたひろ手当というのがあります。考えてみたら、福祉人材確保対策事

業の下にはそういうものがないので、同じように手当を厚くすればいいということじゃなくて、今、思っているのは、

看護師・介護士の就労支援制度みたいなものも、いずれ必要じゃないかと思います。これに関しては、今後これから

も一般質問などで取り上げていくつもりなので、よろしくお願いいたします。 

 あとは、医療的ケア児・者受入促進事業ですけれども、やっぱりこういう重度の障がいを持っている方の家族の方

にとって、ショートステイというのは非常に、なかなか進んでないと思うんですね。この事業で看護師が増えるとい

うことはいいことですけれども、なかなかショートステイの環境が整っていないことについて、何か見解があればお

聞かせください。以上です。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 除雪サービス事業についてお答えいたします。 

 除雪サービス業につきましては、高齢化が進んでいる中、ボランティアの確保が難しくなってきているところであ



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

42 

り、要件の緩和を行った場合、利用者数が増加するため、除雪作業を実施する人員を確保しなければならないことと

なりますが、様々な業種で人材不足が叫ばれている現状におきましては、大きな課題であると考えているところでご

ざいます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 医療的ケア児・者に関するショートステイの整備の関係ですが、本市においては、医療的ケア等の多様な技術を持

つ看護師人材等が不足している状況でありますが、医療的ケア児・者が地域で安心した生活が送れるように、自立支

援協議会等において協議を継続し、必要なサービス提供及び社会資源の確保についての検討を行っていきたいと考え

ております。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、1点だけお聞きします。 

 生活困窮者自立支援事業。予算書91ページ。 

 毎年聞いておりますが、生活困窮者自立支援事業で実施している、いわゆる中学生を対象とした学習塾、これの3

月時の卒業人数、それから、事業効果はどうだったか。また、令和5年度の新入生の人数はどの程度を見込んでいる

かお答えください。 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 委員の質問にお答えいたします。 

 令和5年、今年度3月に卒業する予定の子どもたちは、7名となっております。希望校に関する合否につきましては、

通信教育か推薦入学により、4名の方の合格が決まっておりまして、残りの生徒につきましては、これから結果が出

るような状況となっております。生活困窮者自立支援事業所の話によりますと、入ってきた頃よりは、学力自体はか

なり上がっているということで伺っております。また、卒業予定の人数なんですが、7名の方が卒業するんですが、

それを上回る生徒が、新入生として4月に入学する見込みであると伺っております。以上です。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、再質問で1点、確認の意味でお聞きします。 

 今、コロナ禍という中で、いわゆるこの学習塾をやるのに、1年生から3年生まで同じ時間でやっているのか、その

辺は時間帯等考えてやっているのか、その辺、どんなふうに進めているのかお聞きします。 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

43 

 

橋本委員長 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 委員の再質問にお答えいたします。 

 今のところ、1年生から3年生まで含めまして、20名以下という人数になっておりまして、コロナが一番激しかった

頃には、リモート等によって、なるたけ生徒が来ないようにしていたんですが、今現在は同時にやっていると伺って

おるところです。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後1時26分 

再 開  午後1時31分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開をいたします。 

 鈴木課長。 

 

鈴木福祉課長 

 失礼しました。先ほどの鶴谷議員の再質問にお答えいたします。 

 放課後デイサービスにおける年間の予算額は、3億3,445万8千円という形になっております。1人当たりの一月の給

付費の平均ですが、1人当たり14万円という形になっております。以上です。 

 

橋本委員長 

 では、ほかにございませんか。 

 なければ、通告外の質問もございませんでしょうか。 

 それでは、以上で保健福祉部所管の民生費の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後1時32分 

再 開  午後1時33分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開をいたします。 

 次に、衛生費の保健衛生費の保健衛生総務費及び健康推進費の質疑を行います。 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 私からは、2点、ご質問させていただきます。 
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 1点目は、乳児保健推進事業。予算書119ページ、附属資料5ページでございます。 

 今度は3歳児健康診査に視覚検査が拡大をされて入るということでございますので、視覚検査の仕様というのはど

のようになっているんでしょうか。該当する検査機材、また検査の、眼科のドクターの、そういった配置とか、もろ

もろ、拡大のイメージを、ちょっと確認をしたいと思います。それが1点目でございます。 

 もう1点は、妊産婦保健推進事業。121ページ、資料5ページでございますけれども、この妊産婦の部分で低所得者

世帯の定義というのと、それから、初回産科受診料の助成というのは、定額なのか、それとも自己負担、外来であれ

ば3割ということなのか、対象と積算の見込み件数はどのぐらいを見込んでいるのか。そこの中身についてお伺いを

したいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 影久健康推進課長。 

 

影久健康推進課長 

 小田島委員のご質問にお答え申し上げます。 

 3歳児健診の視覚検査についてでございますが、令和3年7月に日本眼科医会による3歳児健診における視覚検査マニ

ュアルが改定され、子どもの視覚異常の早期発見を行うために、現在実施している視力検査に併せて、屈折検査を実

施する必要があるということが分かりました。視力検査と屈折検査を併せて実施することで、要治療者の発見率がこ

れまでの約2倍となり、子どもの視覚異常の早期発見につながります。 

 検査機器は両目同時に簡便かつ短時間で測定できるものを選定する予定であり、検査は新たに配置する看護師が実

施する予定です。判断につきましては、検診の中にいらっしゃる小児科医が行い、要精検・要治療となった方には眼

科医院をご紹介します。 

 続きまして、低所得妊婦に対する初回産科受診料の助成についてでありますが、対象者は住民税非課税世帯、また

は同等の所得水準の方となっており、初回産科受診の自己負担額は、近郊の産婦人科医療機関で約5千円前後と把握

しております。対象者への助成額は上限1万円を予定しており、10名を予定しております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 ありがとうございました。妊産婦の健診の分で言うと、そうしますと、受診料の助成というのは、交通費は入らな

いですよね。いわゆる医療行為としての助成なので、初回受診料というか、新規の受診料以外に検査料等も含まれて

の上限1万円という理解でよろしいかどうか、もう一度ちょっとお聞きいたします。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 初回産科受診料につきましては、妊娠しているかどうかの診断をする受診であります。そのため、通院交通費の助

成は該当せず、自己負担であった産科の受診料を上限1万円として助成するという事業でございます。以上でありま

す。 
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橋本委員長 

 よろしいですか。ほかにございませんか。 

 青木委員。 

 

青木委員 

 PCR検査センター設置事業についてお尋ねをいたします。 

 これは道からの委託事業でありますけれども、支出金も道からということなんですが、予算書を見ますと、1,259

万2千円ということで、一月約100万円ぐらいの費用がかかっているということなんですよね。それで、事業内容を見

ますと、PCR 検査センターの運営を行うという非常にシンプルな表現になっておりまして、具体的な予算の使途につ

いて、まず、お尋ねをしたいと思います。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 青木委員のご質問にお答え申し上げます。 

 PCR 検査センター設置事業の予算の使途についてでありますが、調整業務に従事する会計年度任用職員の人件費、

検査センターの賃借料、検体採取キットや防護服等の消耗品費、あと、誘導員等の委託費などを計上しているところ

でございます。以上であります。 

 

橋本委員長 

 青木委員。 

 

青木委員 

 ありがとうございます。それで、去年の後半以降、新型コロナウイルスに対する対応ですとか、考え方というもの

が、世の中でも大きく変わってきております。今年に入りましてからも、マスクのつける、つけなくてもいい、また、

連休明けには感染症の種類も2種から5種へということで今、議論されている中で、この当市のPCR検査センターの、

最近の稼働状況についてお尋ねをいたします。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 直近の検査数につきましては、1月と2月を合わせて12件となっており、2月17日以降の検査はゼロ件となって

おります。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 青木委員。 

 

青木委員 

 2 月 17 日以降、全く検査してないということですよね。いろいろ新型コロナウイルスに対する治療の在り方とい
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いますか、いろいろ変わってきておりますけれども、今回、この予算立てにはなっていますが、来年度以降、今後こ

ういう状況が続くのであれば、あくまでも道の判断にはなりますけれどもね、当市のPCR検査センターの閉鎖といい

ますか、というようなことも考え得るのではないかと思うんですが、その辺のご見解はいかがでしょうか。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 質問にお答え申し上げます。 

 市のPCR検査センターにつきましては、北海道から委託を受けて実施するものであり、主に保健所が特定する濃厚

接触者を対象として検査を実施してきたところであります。5 類に移行後は、保健所による特定が行われないことか

ら、原則検査センターを廃止されると考えております。なお、2月27日に石狩振興局から、令和5年3月末をもって

PCR 検査センター委託業務を終了する旨の通知があったところでありますが、5 類に移行するまでの間及び移行後の、

再び感染が拡大する懸念も含め、柔軟に対応できるよう努めてまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんでしょうか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは二つ。一つは、特定不妊治療費助成事業です。 

 これは、令和4年度に98 万 7千円の事業もあったわけですけれども、保険適用になったということもあって、令

和5年度からこの事業というのはなくなるということなんですけど、一つは、4年度の事業の実績、どうなのかとい

うことと、この保険適用と、これまで市が行ってきた助成事業との比較といいますか、評価についてはどう考えてい

らっしゃるのかお聞きしたいと思います。 

 二つ目は、産科小児科誘致の推進事業です。これは予算書で 117 ページで、附属資料で 14 ページになっておりま

す。 

 これ、令和5年度に600万円の予算がついているわけですけれども、一つは、小児科の誘致については、今、市内

で小児科を誘致すべき地域というのを、小児科がなかなかないとか、子どもに対して小児科が少ないとかというとこ

ろの地域的な現状はどうなっているのかということと、令和5年度の誘致事業についての内容を教えていただきたい

というのが一つ。 

 それから、産科誘致については、これは、いろんな方が一般質問でも取り上げて、私も取り上げたんですけど、な

かなか、この婦人科の医師がいないということで、非常に厳しい状況なんですけれども、そういう中で、この産科誘

致というのをどういうふうに進めていくのか。そこら辺のところの考え方についてお示しいただきたいと思います。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 特定不妊治療についてでございますが、令和4年4月以降に開始した特定不妊治療につきましては、医療保険の適

用となりました令和4年3月31日より前に治療を開始し、令和4年4月以降に終了する治療につきましては、保険
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適用外でありますことから、北海道特定不妊治療費助成事業及び本市の助成事業の対象となっておりますため、令和

4 年度は申請数 12 件となっております。令和 5 年度につきましては、事業対象者がなくなったことから、事業廃止

としております。 

 保険適用となって自己負担の部分と制度があった部分についての比較でございますが、治療内容や治療する期間に

より自己負担額が異なりますので、把握できていないところでございます。 

 続きまして、産科小児科誘致事業についてでございますが、小児科につきましては、市内に今、東部地区に1か所

と大曲地区に1か所ございます。小児科誘致につきましては、昨年9月に開設に係る助成対象として、医療法人社団

恒仁会を事前承認したところであります。開設場所につきましては、中央6丁目、開設時期は令和5年6月を予定し

ており、現在の北広島小児科を継承する形で開院する予定です。こちらは、北広島小児科の医師が退任されるという

ことで、こちらを継承する形です。今後は開設に係る賃借料や建物の改修費、医療機器等の導入経費についての助成

を予定しているところであります。 

 次に、産科医院の誘致についてでありますが、今年度医学部のある大学を直接訪問するなどして、誘致制度内容の

情報提供を積極的に行ってまいりました。産科の開設に当たりましては、産科の医師数が少ない状況や、本市におけ

る出生数の減少といった課題もありますが、ボールパーク開業に伴い、若い世代の人口増加が期待されますことから、

引き続き、取り組んでまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 特定不妊治療の助成事業と、保険適用になってからの制度の比較、効果のところなんですけれども、今の段階では、

なかなかレセプトとか出てこないんで、比較が難しいと思うんですけれどもね、ぜひ、令和5年度の状況を見ながら、

この制度的なところ、果たして保険適用だけで十分な支援になっているのかどうかというところの検証を、ぜひやっ

ていただきたいなと思います。 

 それから、小児科誘致なんですけれども、中央に1か所、継承されるということで、よかったなと思うんですけれ

ども、これによって、市内の小児科の充足状況というんですかね、そこら辺は、小児科のほうとしては、どう見てい

るのかという。ほぼ一応は充足されているという状況なのかどうかというところをお聞かせ願いたいと思います。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 お答え申し上げます。 

 これまで中央地区と大曲地区に小児科がございましたが、大体その2か所で充足されているということで捉えてお

ります。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんでしょうか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 まず、フッ化物洗口推進事業について伺います。予算書121ページ、附属資料は15ページです。 
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 新型コロナ感染症の感染拡大で、この事業は今、休止ということで認識していますが、新年度予算では、市立保育

園の4歳・5歳児及び小学校でのフッ化物洗口を実施するとして80万円の予算計上があります。質問ですけれども、新

年度は5月の連休明けからコロナの感染対策が替わっていくという見込みがありますが、フッ化物洗口の再開につい

て、どのように今、現時点、考えているのか伺います。 

 次に、予防接種推進事業です。予算書119ページ、附属資料は15ページです。 

 この予防接種のうち、子宮頸がんワクチンについて伺います。この子宮頸がんワクチンに関する予算は幾ら程度の

見込みなのかを伺います。そして、あわせて、今年度からこちらの子宮頸がんワクチンの接種に関して勧奨が再開さ

れていますが、接種の状況はどのような状況か、現時点の状況で伺います。 

 次に、新型コロナウイルスワクチン接種事業について質問します。附属資料は51ページです。 

 コロナウイルスワクチン接種は感染対策、重症化予防として行われてきていますが、接種状況については市のホー

ムページで公開されているものがありましたので、質問からは省きます。令和5年度の繰越明許の予算として、約2億

2,980万円ですけれども、全額交付金で実施する予算となっています。この間の本市におけるコロナワクチン接種後

の副反応報告件数、どのようであったか伺います。それから、その報告に関して、市としてはどのようにその情報を

把握してきたのか、その情報伝達ルートについて確認したいと思います。 

 次に、妊婦健康診査通院支援事業です。予算書121ページ、附属資料は15ページです。 

 通院先の地域について伺います。令和5年の予算としては、588万円ということで、令和3年の決算でも510万円とい

うことで、234件の支援の件数として報告されてきました。通院先の地域が現在どのようになっているのか伺います。 

 最後です。出産・子育て応援事業について伺います。附属資料は15ページです。 

 こちらの予算の大半は、妊娠・出産・育児の経済的支援に充てられると理解していますけれども、事業の説明にあ

ります妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、様々なニーズにお応えをできるように、必要な支援につな

ぐ伴走型支援の充実と資料にあります。こちら、妊娠期の8か月時の面談について、この事業に関する情報としてあ

りますが、この妊娠期に、その先の出産後の子育てに向けて、地域の方や関係機関とつながる機会というのは、大変

重要だと考えます。8か月時の面談について、直接面談もあると思いますけれども、それが、訪問するのか来訪する

のか、今ですとリモートだったりという手法も考えられるのかなと思いますが、それについて、どのような取組を進

める予定なのか伺います。以上です。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 鶴谷委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、フッ化物洗口推進事業についてでございますが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和2

年度から中止してまいりましたが、令和5年5月に新型コロナウイルス感染症が感染症法上の5類感染症に移行するこ

とから、令和5年度中に再開する方向で考えております。 

 次に、予防接種推進事業の子宮頸がんワクチンについてでありますけれども、令和4年度の接種数につきましては、

令和5年1月時点で、通常の定期接種対象者が延べ108件、キャッチアップ対象接種者数が延べ160件となっております。

接種数は勧奨前の令和3年度の同時期と比べて、約5倍に伸びている状況ではありますが、接種率は対象者の約3％と

なっております。なお、令和5年度の予算につきましては、後ほどご答弁させていただきたいと思います。 

 続きまして、妊婦健康診査通院支援事業についてでございますが、通院先の地域につきましては、札幌市清田区の

札幌みらいクリニック、厚別区の青葉産婦人科クリニックと、札幌徳洲会病院の3医療機関で全体の約65%を占めてお

ります。 

 続きまして、出産・子育て応援事業についてでありますが、妊娠8か月の面談につきましては、まず、妊娠5か月頃



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

49 

の妊婦の保健指導の際に、妊娠8か月の面談を行い、妊娠5か月の保健指導においでにならなかった方に対し、妊娠8

か月にアンケートを送付して、困り事等の確認をし、お応えしていきたいという形で考えております。以上でござい

ます。 

 

橋本委員長 

 高嶋ワクチン接種調整担当参事。 

 

高嶋ワクチン接種調整担当参事 

 それでは、私から、新型コロナウイルスワクチン接種事業についてお答え申し上げます。 

 副反応疑い報告の実績件数についてでありますが、現時点におきまして、5件の報告がされているところでありま

す。また、副反応疑い報告につきましては、予防接種法の規定に基づき、接種医療機関から国への報告が義務づけら

れているところであります。市への情報提供につきましては、国から都道府県を経由して情報提供がされているとこ

ろであります。以上であります。 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 では、再質問します。 

 まず、フッ化物洗口推進事業について伺います。フッ化物洗口が3年ぶりに再開する方向というのを今、確認いた

しましたが、この3年間というのは、小学生でいうと、1年生で入学したときから、今、もう3年生になるというとこ

ろで、やっぱり再開に向けての情報提供のステップというんですかね、開始時期、それについては、もともと、この

フッ化物洗口を本市で初めて取り組んだときに、大変丁寧な情報提供や同意書に関する説明など、各学校、保護者向

けに、学校の先生に向けても丁寧に行われてきた経過があるかと思いますが、そのときと同様に行っていくことが必

要ではないかなと考えます。また、フッ化物洗口を、薬剤でうがいをすることによる効果があるということを踏まえ

て取り組まれていますけれども、同時に、やはり斑状歯というんですか、歯の前歯に白い斑点がついたりですとか、

味覚障がいが起きてしまうという副反応も実際起きているという情報があります。そうしたデメリットの点の説明も

併せて行っていきながら、同意書をどうするかというところ、保護者の判断に役に立つ情報を提供していくことが必

要になるのではないかと考えますが、その点について考え方を伺います。 

 予防接種推進事業の子宮頸がんワクチンについては、接種対象者全体の3％の接種の状況があるということは分か

りました。令和4年度、今年度、接種勧奨の再開をするということで、キャッチアップ対象者も含めて個別通知をさ

れたかと思いますが、令和5年度からは、どのようにこの勧奨に関する取組は行っていくのか確認します。 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業についての再質問です。 

 ワクチンを接種した後の報告のあった5件に関して、どのような症状があったのか、また、その症状に対しての救

済の対応というのは市として行ってきたのか確認したいと思います。 

 妊産婦健康診査通院支援事業についてなんですけれども、この通院費の助成ですね、この支援金の精算というのは

タイミングで実施するものなのか、こちらも確認いたします。以上です。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 
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影久健康推進課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 

 まず、フッ化物洗口推進事業についてでありますが、事業の再開に当たりましては、改めて児童等の保護者や保育

園・学校に事業趣旨や実施方法、また、洗口することによるデメリットなども含めまして、丁寧に説明する機会を設

けていきたいと考えております。 

 続きまして、子宮頸がんワクチンの個別勧奨についてでありますが、令和4年11月に開催されました国の審議会に

おいて、新たに9価の HPV ワクチンの使用が認められましたことから、その周知を目的とした個別通知を定期接種対

象者及びキャッチアップ接種対象者に、令和5年度は行う予定でございます。 

 続きまして、妊婦健康診査通院支援事業についてでありますが、出産後3か月以内に申請をしていただき、それに

基づいて銀行口座に振り込む形で支給しております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 高嶋ワクチン接種調整担当参事。 

 

高嶋ワクチン接種調整担当参事 

 新型コロナウイルスワクチンについてお答え申し上げます。 

 副反応疑い報告についてでありますが、これまでに報告を受けた5件につきましては、いずれも症状が軽く、回復

済みであったことから、市として特段の対応は行っていないところであります。 

 また、市民からの相談体制につきましては、新型コロナワクチンの接種により病気になったり、障がいが残るなど、

健康被害が生じた場合には、予防接種法に基づく救済を受けることが可能であり、申請窓口は市町村となっておりま

す。市民からの相談につきましては、随時、市のワクチン接種調整担当にて対応を行っているところでございます。

以上であります。 

 

橋本委員長 

 鶴谷議員。 

 

鶴谷委員 

 コロナワクチンについて再質問したいと思います。 

 このワクチン接種に関しては、接種券が対象市民に対して、これまで送られてきていて、接種した方には、次の2

回目、3回目と、接種券が随時発送されているかと思います。この先の接種に関しても、その流れで接種券が送られ

ていくのではないかと考えてはいますけれども、改めて一斉送付するということですね、そういう取組が予算の中で

行われる可能性があるのかどうかというものが一つと、あと、若い世代、小さい子どもの年齢ですと、接種率がもう

頭打ちになっている状況が、この市のホームページの状況からも、私としては読み取っていますが、その接種券の交

付について、送付式ではなく申請式というのを今後考えていくこともあっていいのではないかなと考えます。一斉送

付にすることで、やっぱり郵送料ですとか、それを発送するに当たっての人件費も相当かかっていることと思います。

市のホームページで、これからリニューアルされたときに、いろんな情報がプッシュ型で送られるようなシステムも

進んでいくことですし、通信費の削減という観点からも、そういうことを考えてはどうかと考えますが、見解を伺い

ます。 

 

橋本委員長 

 高嶋ワクチン接種調整担当参事。 
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高嶋ワクチン接種調整担当参事 

 お答え申し上げます。 

 令和5年度以降の接種におけます接種券の発送方法についてでありますけれども、今後、国から最終的な方針が示

され次第、近隣自治体の状況等も踏まえながら、具体的な検討を行ってまいりたいと考えておりますが、一斉送付も

含めた形で検討してまいりたいと考えておりますが、検討に当たりましては、ワクチン接種は本人の意思に基づき受

けていただくものであり、強制されるものではないという基本的な考え方について、留意をして行ってまいりたいと

考えております。以上であります。 

 

橋本委員長 

 ほかに質問ございませんか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私からは、1点、質問します。がん検診推進事業です。予算書119ページで、資料は15ページです。 

 今、がんは一生涯の中で2人に1人ががんになると言われているような国民病になっておりますけれども、前年比に

比べて約260万円ほど予算が増えておりますが、その辺の理由について伺います。また、がん検診の受診者の推移は

どうなのかも併せてお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 人見委員のご質問にお答え申し上げます。 

 がん検診推進事業についてでございますが、令和4年度に比べて、令和5年度から1か所の検診機関の検診委託料の

値上がりがあったほか、事業全体においても、想定される受診者数を積算した結果、約260万円の増額となったもの

でございます。 

 次に、がん検診の受診者の推移についてでございますが、がん検診の受診者につきましては、今年度1月末時点で、

胃がんが794人、肺がんが1,527人、大腸がんが1,332人、乳がんが939人、子宮がんが817人となっております。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による受診控えの影響により、令和2年度は受診者数が落ち込みましたが、

年々回復傾向にあり、肺がん・子宮がん検診はほぼコロナ前の水準に戻っております。胃がん検診につきましては、

受診数は増えておりますが、いまだに回復していない状況です。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 今、がんの種別の検診のこととかも伺いました。先ほどの答弁の中で、1か所の機関の検診料が値上がりしたとい

うことですけど、これは結構、ほかの医療機関から比べて、影響度高いことなんでしょうか。ちょっとその辺につい

てお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 
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影久健康推進課長 

 お答え申し上げます。 

 それぞれの医療機関の検診のスタイル、例えばバス健診に出向いてこられるとか、そういうスタイルもありますの

で、1か所の検診機関については、やむを得ず値上がりということになったのだと認識しております。以上でござい

ます。 

 

橋本委員長 

 人見委員、いいですか。 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、簡潔に3点ほどお伺いいたします。予防接種推進事業。予算書119ページで二つ。 

 40歳から57歳までの男性の風疹対策、令和4年度の実績と令和5年度の目標、北広島市の実態はどのようになっ

ているのか説明をお願いします。 

 同じく予防接種。先ほどもちょっと質問、ありましたけれども、予防接種全般として、令和4年度の受診実績、そ

れから、令和5年度の受診勧奨の取組はどうするのかお聞きをします。 

 次に、がん検診推進事業。今、人見委員からも質問ありましたけど、土日の市内でのがん検診の令和4年度の実績

はどうだったか。令和5年度はどのように取り組むのかお聞きします。 

 最後に、ピロリ菌対策事業。予算書121ページ。 

 ピロリ菌の、令和4年度の検診率、また、陽性者数はどうだったのか。また、令和5年度の検診者数の目標はどの

ように設定しているのかお聞きします。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、成人男性の風疹対策についてでありますが、令和4年度の1月末時点における実績につきましては、抗体検

査が 242 人、抗体がない方に対する予防接種が 33 人となっているところであります。抗体検査につきましては、事

業がスタートした令和元年度からの累計で 1,482 人となり、対象者約 6,800 人に対して、検査率が 22％となってい

るところでございます。 

 国が掲げる目標につきましては、2024 年度末までに抗体保有率 90％とされておりますので、引き続き、様々な機

会を捉えて周知を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、予防接種の受診状況についてでございますが、1月末時点における令和4年度の実績としまして、前年度の

同時期と比較して、僅かに減少しているところではありますが、日本脳炎ワクチンにつきましては、全国的な供給不

足が解消されたことにより、前年と比較して約2倍の接種数となっております。今後の接種勧奨につきましては、市

の広報紙や個別通知を実施し周知を図り、接種率の向上を図ってまいりたいと考えております。 

 続きまして、がん検診、土日におけるがん検診の状況でありますが、令和4年度は、大曲会館及び保健センターで

実施した土曜日の乳・子宮がんの集団検診につきましては、2日間で121名が受診され、前年度は132名の受診であ

ったので、僅かに減少しております。また、令和4年度における日曜日の乳がん検診につきましては、新型コロナウ
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イルス感染症の影響により、開催していないところであります。 

 令和5年度の見込みについてでありますが、令和4年度の受診数を上回ることができるよう、周知等に取り組んで

いくとともに、日曜日の乳がん検診再開に向けて、検診機関と協議を進めてまいりたいと考えております。 

 最後に、ピロリ菌対策についてでございますが、令和4年度のピロリ菌対策事業では、1次検診における対象者と

なる生徒588人のうち373人、63％が健診を行い、そのうち1次検診で陽性となった方は、14人の、3.8％となって

おります。令和5年度は受診率の向上に向け、検査の同意をインターネットで受付する手法を導入するほか、市内中

学校とも連携の上、保護者に対して周知を図ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、再質問、1点だけ。 

 この男性の風疹対策ですね。今、目標に対して 22％ということで、国では 90％を目指しているということで、本

市として、その取組に対しての何か秘策があるのかどうかお聞きして終わります。 

 

橋本委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 お答え申し上げます。 

 特に秘策ということは考えてございませんけれども、広報等あらゆる場面を通じて、対象となる年齢の男性に届く

ように周知してまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 ないようですね。通告外の質問もございませんか。 

 以上で保健福祉部所管の…… 

 ごめんなさい、影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 申し訳ありません。鶴谷委員のご質問の中の、子宮頸がんワクチンの、来年度の令和5年度の予算についてお答え

申し上げます。 

 令和5年度予算、子宮頸がんに関わる令和4年度予算の総額は2,852万円を想定しておりまして、対象者の約2割、

600人が3回接種するという内容で積算しております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 以上で保健福祉部所管の衛生費の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後2時12分 

再 開  午後2時13分 
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橋本委員長 

 休憩を解き、再開をいたします。 

 次に、特別会計の国民健康保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計の質疑を行います。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 国保について伺います。 

 全般的なことに関わるかと思いましたので、予算書資料のページ数は上げておりません。 

 国保税率等について、まず1点目なんですけれども、次年度、改定税率が行われますが、こちらについて、市民負

担の割合などについて伺います。年間限度額が3万円ほど引き上げられることになりますが、市民影響などについて

伺います。 

 二つ目が、国のほうから、2 月の 10 日でしたか、通知が届いているかと思うんですが、コロナの感染症の 5 類移

行に伴って、これまで特例的な形で行ってきた軽減・減免措置、また、傷病手当金などが5月いっぱいでしたか、取

りやめますよという、国からの交付金はなくなりますよという通知が届いているかと思いますが、それに関して、今

年度までの、2020 年から 2022 年までの適用してきた市の財政支援の総額的なところと、あと、次年度の特別調整交

付金の本市の取扱いはどのようになるのかというところと、あと、国の財政支援継続の要請を全国市長会などを通し

て行うべきかと思いますけれども、それについてのお考えを伺います。 

 

橋本委員長 

 三澤保険年金課長。 

 

三澤保険年金課長 

 永井議員のご質問にお答え申し上げます。 

 国民健康保険の税率ということでございますが、令和5年度につきましては、年間の課税限度額の引上げの改正が

ございまして、地方税法の改正に伴うものでございます。国保税における医療分、後期支援分、介護支援分というの

が3区分ございますが、併せまして、令和4年度の99万円から、令和5年度につきましては、102万円に、3万円、

引上げになってございます。 

 影響世帯数ということでございますが、医療分につきましては、64 世帯、全体で 0.8％、後期分が 75 世帯で、全

体の0.9％、調定額につきましては、196万円の増額を見込んでいるところでございます。 

 続きまして、傷病手当金と国民健康保険税のコロナに係る減免についてでありますけれども、減免につきましては、

感染症の影響により、収入が一定以上の基準に減少した場合、減免となる制度になりますが、その減免した全額が国

からの財政支援の対象となっております。減免の件数・金額につきましては、令和元年から4年度の2月末現在で、

351件、4,223万9千円となっております。 

 次、傷病手当金についてでありますが、コロナに感染しました、または感染の疑いがある方への傷病手当金につき

ましても、その全額が国からの財政支援となっております。支給額につきましては、令和2年度から4年度の2月末

現在で34件、126万円となってございます。 

 続きまして、今後の国からの財政支援についてでありますが、新型コロナウイルス感染症対策本部において決定さ

れました感染症の対応方針の変更に伴いまして、法の位置づけに変更がありましたことから、令和5年5月8日に5

類の感染症に分類されるということが示されたところでございます。 

 国保におけます減免の支援につきましては、令和4年度の課税分まで、傷病手当金につきましては、令和5年5月

7 日まで、それ以降の財政支援について終了されることとなっておりまして、本市におきましては、北海道を通じま
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して、2月1日付の文書にて厚生労働省から通知を受けたところでございます。 

 本市におきましては、今後、国の方針に基づき、事業の運営をしてまいりたいと考えております。以上でございま

す。 

 

橋本委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 支援についての継続についてでありますが、現在のところ、検討していない状況でありまして、国の方針に基づい

て事業を運営するということで取り扱ってまいります。以上です。 

 

橋本委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 国保税率に関しましては、今回、一定の所得がある方が対象となりますよというところで、全市民的への影響はな

いと理解しております。次年度、影響が出る世帯の見込み数と、あと、例えば所得が幾ら以上の方だったら、ちょっ

と対象になりますよ、上がりますよというところを教えていただきたいと思います。 

 続きまして、コロナの5類移行に伴う国の交付金の中止というところですが、こちら、現在でも、一定所得以下の

世帯への軽減制度だとか、失業した場合の軽減制度がありますよね。そちらのほうの活用を、ぜひ国への要請を行う

とともに、市としても十分やっていっていただきたいと思うんですけれども、そちらについての、基本軽減措置に沿

っての対応についての取扱いをお聞きいたします。 

 また、民生常任委員会などでもちょっと報告がありましたが、今後、納付金や標準保険税率が改定されることで、

市民への影響的なところの見通しというところも、今現在、考えられているところをお聞きいたします。 

 

橋本委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 お答え申し上げます。 

 税率の限度額に達する世帯の所得金額のボーダーラインということでございますけれども、まず、67世帯が対象に

なることで見込んでおります。金額についてでありますが、1人世帯の場合ですと所得で826万6千円、給与換算いた

しますと、1,021万6千円、2人世帯の場合につきましては、797万2千円、給与収入に換算しますと、992万2千円とな

っているところでございます。 

 既存の制度の減免制度の活用ということでありますけれども、従来の制度としまして、被保険者が事業の休廃止、

失業だとかの場合に、所得激減した世帯を対象とした減免制度というのが基本の制度でございます。 

 制度の収支につきましては、市のホームページ、広報に掲載するほか、毎年、個別の世帯に納税通知書ですとか、

健康保険証に通知文書を同封するなど、全てに周知しているところでございます。今後につきましても、制度の周知

につきましては、継続し、しっかりと対応していきたいと考えているところでございます。 

 あと、以降の、今後の税率の見通しということなんですけれども、委員のおっしゃったとおり、令和5年度につき

ましては、財源の確保ですとか、近年の状況だとかを勘案して、据置きとしたところになっております。 

 令和6年度についてでございますけれども、北海道からの納付金の通知の額にもよりますので、まだ確定していな
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い状況にあります。ただ、財源の確保は、医療費の適正化ですとか、検診事業ですとか、収納率を確保するだとか、

そういうことを継続して、確保に努めてまいりたいと考えております。以上です。 

 

橋本委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 コロナに関係する減免軽減措置は、傷病手当金も国保に対応してもらえるようになったということで、もともと協

会けんぽだとかのものだったのが、この間だけ国保も使えますよということに、国のほうでやってくれたというとこ

ろで、これは国会の中でも、ぜひやるべきだというところで実現したのがよかったんですが、やっぱりそれが5類に

なったからといって打ち切られてしまうというのは、まだ私はコロナの状況から鑑みて、どうなのかなと思うところ

がありまして、市としても、先ほどもお伝えしていましたように、全国市長会などを通して、国への支援継続という

ところは求めていってしかるべきかなと思っております。 

 また、2024年度、令和6年以降ですか、市の基金残高もかなり、もうゼロに近い状態ですよね。なので、今、ちょ

っと課長、おっしゃっていただきましたけれども、その財源確保も、市としてどういうふうにしていくのかというと

ころを、ちょっと改めて、総括のほうで聞きたいと思いますので、留保します。 

 

橋本委員長 

 答弁、いいですね。 

 ほかにございませんか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私のほうからは、1点、質問します。特定健康診査特定保健指導事業についてですけれども、予算書が国保の23ペ

ージで、附属資料が16ページです。 

 これ、前年度に比べて予算額が少し減っておりますけれども、これ、やっぱりコロナの影響があるのかどうか、そ

の辺について、まずお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 人見委員のご質問にお答え申し上げます。 

 特定健康診査特定保健指導の予算についてでありますが、事業費全体の予算額は、令和5年度が5,668万5千円であ

り、令和4年度と比較しまして、95万1千円の減額となっております。 

 減額の主な理由につきましては、医療費へ支払う特定健診に係る医療費が令和4年度、68万円分、減となっており

ます。これはコロナというか、被保険者の減少に伴う健康診断の受診件数の減少によるものと捉えているところでご

ざいます。 

 また、会計年度任用職員に係る旅費、交通費になりますが、20万円の減になっているところでございます。以上で

す。 
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橋本委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 では、再質問します。 

 2022年度の特定健康診査の受診状況についてお尋ねします。 

 

橋本委員長 

 影久課長 

 

影久健康推進課長 

 お答え申し上げます。 

 令和4年度の特定健診の受診状況についてでありますが、令和5年1月末時点における受診率は31.2％であり、前年

度同時期と比較して、約1％増加している状況でございます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 1点だけ、お聞きします。 

 これ、ページ数、ありませんけど、マイナンバーカードが普及し、国保加入者の健康保険証として使えるようにな

って、その利用状況、いわゆる市内の医療機関、薬局等々、これがどのような、今、対応状況になっているのかお聞

きします。 

 

橋本委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 マイナンバーカードの健康保険証の利用状況についてでありますが、市内の状況につきましては、国から各保険者

に被保険者に係る情報が公表されていないことなど、あと、レセプト、診療報酬明細書だとかに、マイナ保険証の使

用区分だとかが明記されていないことから、把握していないところでございます。 

 参考に、厚生労働省からの公表の内容についてですけれども、全国の状況になりますが、令和4年の12月の診療分

の1か月間についてでありますが、全国で約101万件、全体の9,108万件の、約1.1％の利用状況になっております。 

 あと、市内医療機関の対応状況についてでありますが、2月12日時点での、これも厚生労働省の発表した内容によ

りますが、北広島市でマイナ保険証に対応した医療機関などにつきましては、医科22件、歯科13件、薬局12件の合計

47件となっております。市内医療機関89件のうち、52.8％の普及ということで把握しております。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 
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藤田委員 

 市内の医療機関、薬局等々のマイナンバー対応の、100％近くなる見通しが、市としてはいつ頃になりそうだと認

識しているのか。 

 それともう一つ、おくすり手帳ですね。いわゆる薬の重複を避けるための一つの手段ですけど、これの普及状況を

どう捉えているのか、また、効果を含めて、ちょっとお答えください。 

 

橋本委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今後のマイナ保険証の普及率の見通しということでありますけれども、この4月に完全普及というか、そういった

形で、国のほうでは目標に掲げているところですが、実際については、52.何％と、そこに達してない状況が現実に

なっております。 

 今後につきましては、令和6年の秋から、保険証の完全撤廃ですとか、そういったことが国のほうで掲げられてお

りますことから、北広島市につきましても、いつ頃というのは、正直厳しい状況にはあるかもしれないんですけれど

も、どんどん、今後増加するということで見込んでいるところでございます。 

 あと、おくすり手帳のことについてでありますけれども、国のマイナンバーカードに係るサイト、マイナポータル

にて、自分のカードをかざせば、調剤薬局の情報が閲覧できるというのが、システムの中に組み込まれております。

これが、国のほうでおくすり手帳の代わりになるものということで周知されているところですが、本人の同意を得た

上で、医療機関についても閲覧可能となっていて、医療を適切に受けることができるとされているような制度になっ

てございます。 

 市としましては、医療費適正化の観点からも、マイナ保険証に係る制度の周知に継続して努めてまいりますととも

に、おくすり手帳の活用については、重複服薬ですとか、そういったことでも重要なものと考えていますので、継続

しまして、国保だよりですとかホームページなどで周知してまいりたいと考えております。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 通告外の質問もございませんね。 

 以上で、保健福祉部所管の国民健康保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後2時32分 

再 開  午後2時35分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開をいたします。 

 次に、特別会計の介護保険特別会計の質疑を行います。 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点だけ、ご質問いたします。きたひろ健康ポイント事業。予算書77ページです。 
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 これは、今年度初めてやって1年目なので、詳しい状況は分からないと思いますけれども、現状の利用状況はどの

ようなことになっているのかお聞きいたします。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 きたひろ健康ポイント事業の利用状況についてでありますが、今年度取得されたポイントの交換時期を令和5年の4

月・5月としていることから、正確な利用状況につきましては、現在のところ把握できておりませんが、これまで約7

千冊のポイント手帳を配布しており、多くの市民の方にご利用いただいているものと捉えているところでございます。

以上でございます。 

 

橋本委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 新しい事業ですので、現在に至っても、その温泉利用の割引からこのポイント制に替わったというのを知らない市

民がやっぱりいらっしゃいました。全員の方にご理解いただくまでにお知らせするというのは、なかなか難しい状況

ではありますけれども、4月、5月のポイントの換金のお知らせも含めて、こういうポイント制なんですよということ

を、周知方法ですね、どういうようなことを考えているのかをお聞きいたします。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 まず、事業の周知というところで、まず、令和5年4月、5月にポイントの交換を行います。ポイントの交換につき

ましては市役所、各出張所、エルフィンパーク市民サービスコーナー、北広島団地住民センター連絡所の窓口におい

て申請を受け付けるほか、郵送での申請も受け付けることとしております。また、今月3月には、ポイント交換に係

る臨時受付窓口を、5か所で計6日間開設し、受付を行うこととしております。 

 こういったことも含めまして、周知方法というところで、現在健康ポイント事業の登録団体の周知のほか、温泉施

設でのポスター掲示、あと、3月1日号の広報、市のホームページ、町内会回覧等で周知を行ってまいりたいと考えて

おります。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 じゃあ、私のほうからは、高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画の策定事業について。介護会計の 77 ページ、

附属資料では6ページです。 
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 来年度、これらの計画が策定されるということなんですけれども、それに先立って、今、ニーズ調査を行ったわけ

ですけれども、そのニーズ調査の結果、どういうふうに分析しているのかをお聞かせ願いたいのと、この福祉計画と

事業計画の策定に向けて、どのような内容で基本的なところを取り組んでいくのか、策定スケジュール含めてお示し

いただければと思います。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 ニーズ調査につきましては、3 月 15 日を委託期間としまして、現在アンケート調査の集計中でございますので、

その集計結果を基に分析をしてまいりたいと考えているところでございます。 

 あと、事業計画策定につきましては、国から今月、3 月に次期計画に関する基本的な考え方の提示があり、7 月に

は基本指針案の提示が行われる予定となっております。 

 新年度におきましては、在宅で生活している要支援・要介護者の状況を把握するため実施する在宅介護実態調査や、

介護サービス提供事業者へのアンケート調査を予定しているところであり、ニーズ調査の結果も踏まえた上で、保健

福祉計画検討委員会において議論を行っていただき、次期計画を作成してまいりたいと考えているところでございま

す。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 その在宅介護の実態調査と事業者調査は大体どれぐらいの時期に行われるんでしょうか。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 来年度の上半期での実施を予定しているところでございます。以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 1点だけ、お聞きします。 

 きたひろ健康ポイント、先ほどの質問より違う角度で。この健康ポイント、ふれあい温泉事業を対象にして、温泉

施設、3か所入っていますけど、今、これからオープンするボールパークの温泉施設がこのふれあい温泉事業の施設

として加わるのは、いつからの予定なのかお聞きします。 
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橋本委員長 

 工藤課長 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 きたひろ健康ポイント事業についてでありますが、北海道ボールパーク内の温浴施設tower eleven onsen & sauna

につきましては、本年4月1日からポイント事業の対象施設として登録となるよう進めているところでございます。以

上でございます。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 再質問します。 

 この tower eleven の温泉施設の入浴料金はどうなっているのか。それから、今年の冬から、いわゆるふれあい温

泉施設への、今、福祉バス利用した送迎をやっていますけど、この tower eleven の施設のルートに加わる予定かど

うかお聞きします。 

 

橋本委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 利用料金についてでありますが、一般温浴チケットの大人料金につきましては、試合のない日及びナイトゲーム開

催日の日中の時間帯が2,500円、ナイトゲームの開催日の夕方から夜間の時間帯とデーゲーム開催日は5千円と伺っ

ているところでございます。 

 北海道ボールパーク内の温浴施設への、冬の温泉送迎バスの運行についてでありますが、今後の当該施設の利用状

況や当該施設への交通手段などといった点を加味していかなければならないものと考えているところでございます。

以上でございます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

 それでは、通告外の質問もございませんね。 

 以上をもちまして、本日予定の審査は終了いたしました。 

 お諮りをいたします。本日の委員会は、この程度にとどめたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 ご異議なしと認めます。本日はこれにて散会といたします。大変お疲れさまでございました。 

 

 

 



R5.3.6【令和 5年度 予算審査特別委員会】個別質疑 2日目 

 

62 

午後2時43分 

 

委員長 


